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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。
※法律相談室は必要な時に随時開催いたします。お申込は協会・総務部会まで。

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲63～65ページ

行　　　　事 開始時間 場　　　　所

今
後
の
予
定

行　　　　事 開始時間 場　　　　所
１０月 5 日㈯ 政策時局講演会 午後 2時３０分 ルームＡ・Ｂ・Ｃ
１０月１２日㈯

第２８回保団連医療研究集会 in 横浜
午後 2時

横浜ベイシェラトンホテル＆タワーズ
１０月１３日㈰ 午前 9時

１０月１９日㈯ 第６５０回社会保険研究会（記念研究会） 午後 2時 京都大学医学部記念講堂
（会場が変更しています）

行　　　　事 開始時間 場　　　　所

国民会議
確かな社会保障を将来へ、国民会議が報告書
／秋にプログラム法案
　政府の社会保障制度改革国民会議（会長＝清家篤・
慶應義塾長）は８月５日、報告書をまとめた。清家
会長が８月６日に安倍晋三首相に提出した。政府は
報告書を踏まえ、改革時期を示した「プログラム法
案」の大綱を８月21日までに閣議決定し、秋の臨時
国会へ提出。その後は社会保障審議会などで細部を
検討し、改革の個別法案を策定して2014年の通常国
会から順次、提出する見通しだ。25年を見据えた社
会保障制度改革は新ステージへ入る。
　報告書には「確かな社会保障を将来世代に伝える
ための道筋」という副題がついた。「医療改革の方向
性」の中にある人材確保の記載は「職能団体には、
中心となって、計画的に養成・研修することを考え

３ 日㈫ 各部会 午後 2時
5 日㈭ 開業医向け経営対策セミナー 午後 2時 ルームＡ・Ｂ・Ｃ
１０日㈫ 定例理事会 午後 2時 ルームＡ
１２日㈭ 中級・従業員研修会 午後 2時 ルームＡ・Ｂ・Ｃ
１４日㈯ 地区医師会長との懇談会 午後 3時 ルームＡ・Ｂ・Ｃ
１８日㈬ 医療事務担当者勉強会 午後 7時 ルームＡ
２４日㈫ 定例理事会 午後 2時 ルームＡ
26日㈭ 保険講習会Ｂ 午後 2時 ルームＡ
２８日㈯

保団連第３１回病院・有床診療所セミナー in 熊本
午後 6時３０分

熊本全日空ホテル ニュースカイ
２９日㈰ 午前１０時

　政府の社会保障制度改革国民会議は８月５日に報
告書をまとめ、８月６日に安倍晋三首相に提出した。
政府は報告書を踏まえ、改革時期を示した「プログ
ラム法案」の大綱を閣議決定し、秋の臨時国会へ提
出する。改革の個別法案は2014年の通常国会から順
次、提出となる。
　TPPについては、マレーシアで開かれた第18ラウ
ンド交渉に７月23－25日にかけて日本が初参加。具
体的内容については「秘密保持契約」を盾に明らか
にされていない。

今月の主な動き
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ていく責務がある」と変わった。医療・介護サービ
スの提供体制を改革する財源として検討される消費
税増収分の使途を「病院・病床機能の分化・連携へ
の支援、急性期医療を中心とする人的・物的資源の
集中投入、在宅医療・在宅介護の推進、地域包括ケ
アシステムの構築に向けた医療と介護の連携、生活
支援・介護予防の基盤整備、認知症施策、人材確保
など」と具体的に記載し、より明確化した。
　報告書の冒頭には清家会長の「国民へのメッセー
ジ」を設けた。「長寿社会を実現したのは社会保障制
度の充実のおかげ」で「その成功の結果が高齢化を
もたらし、今度はその制度の持続可能性を問われる
ことになった」と記述している。
●個別法案「常識的には14年の通常国会」
　会見では内閣官房社会保障改革担当室の中村秀一
室長が、８月21日までに閣議決定する法制上の措置
について「大綱のようなものを想定している」と説
明。秋の臨時国会に提出する法案では「報告書の改
革項目を念頭に、できる限り実施時期を明確にし、
内容を示したい。それを『プログラム法案』と呼ぶ
なら、改革の内容を具体的に規定する個別法案は、
秋の臨時国会に出るものもあるかもしれないが、常
識的には14年の通常国会から順次、提出される」と
話した。プログラム法案では、報告書の総論にある

「改革の進捗状況をフォローアップする政府の下で
の体制」にも言及する方針。
　会合では遠藤久夫会長代理（学習院大経済学部長）
が報告書について「医療提供体制が一つのポイント」
とし「医療はそれぞれが均衡し、バランスが取れて
いる。全体のバランスとタイムスケジュールを考え
て進めることが重要だ」と指摘し、「例えば急性期
病床を減らすのであれば、同時に患者の受け皿とな
る病床を用意するなどのバランスのこと」と説明し
た。清家会長は会合後の記者会見で「大前提である
消費税引き上げを含める財源確保をし、報告書の改
革を着実に進めることを期待している」と政府に求
めた。（8/6MEDIFAXより）

報告書後の「実現への道筋」が重要／国民会
議、「総論」を議論
　７月29日は報告書の総論案と、各論の骨子案を基
に議論。遠藤久夫会長代理（学習院大経済学部長）
が中心になり作成した総論案では、高齢期の医療・
介護の不安や雇用の不安定化など国民のリスクは多
様化しており「社会保障の機能強化」が必要とする

一方、機能強化を図るには「国民の負担の増大は不
可避」と指摘。負担増に対する国民の理解を得なが
ら、持続可能な社会保障を構築するため「徹底した
給付の重点化・効率化が求められる」と記載した。
　負担の在り方を年齢別から負担能力別に切り替え
ることも明示した。「地域づくりとしての医療」にも
触れ、地域の事情を客観的データに基づき分析し、
医療機能の分化・連携や地域包括ケアシステムの構
築に取り組む重要性を提言した。医療の目的は「治
す医療」からＱＯＬ重視の「治し・支える医療」へ
の転換が求められるとした。
　改革の道筋については、消費税率が10％になるま
でに集中的に行う「短期」と、2025年を念頭に段階
的に実施する「中長期」に分けるべきと指摘。改革
は進捗状況をフォローアップすることが必要で「政
府の下で必要な体制を確保すべき」と書き込んだ。
　各論の骨子案では「医療・介護分野の改革」と題
する章を立て、提供体制の改革として▽医療機能報
告制度の導入と地域医療ビジョン策定▽医療と介護
の連携と地域包括ケアシステムというネットワーク
の構築▽医療の在り方▽改革の推進体制整備―など
を記載。医療保険制度の改革では「医療給付の重点
化・効率化」などを挙げた。（7/30MEDIFAXより）

皆保険守るには「応能原則の徹底必要」／国
民会議で権丈委員
　政府の社会保障制度改革国民会議は８月２日、分
野ごとの起草委員が提示した各論案を基に議論を深
めた。医療・介護分野では、職能団体の責務をより
明確に書き込むべきとの意見が出た。冒頭に挨拶し
た甘利明経済再生（一体改革）担当相は「次回の議
論で取りまとめる段取り」と明言。
　権丈善一委員（慶応大教授）が示した医療・介護
分野の各論案は、過去の議事録を徹底的に読みこな
す作業から起草を開始したという。権丈委員は「日
本の医療費の対ＧＤＰ比は高くない。しかし医療の
問題を考えると財政の問題が入る」とし「与えられ
た資源の中で、最大の満足が得られる仕組みに医療
を変えていく意味での効率化を意識した。これまで
享受してきた皆保険やフリーアクセスを守るには、
医療を変えることと同時に、負担面で応能原則が徹
底されないといけない」と、各論案に込めた思いを
語った。
●人材確保は「職能団体の責務」／大島委員
　各論案の「医療改革の方向性」の中で示した「適



京都保険医新聞

5第170号

2013年（平成25年）8月25日　毎月５日・20日・25日発行� 第2867号

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

切な場で適切な医療を提供できる人材が確保できる
よう、職能団体が中心となり計画的な養成・研修を
考えることも重要」という記載について、大島伸一
委員（国立長寿医療研究センター総長）が「職能団
体には責務があると言い切ってほしい」と要望。「で
きないなら、医師の適正な分野別の養成・配置を国
の責任で、ある程度強制化せざるを得ない」とし、
医療団体のリーダーシップに期待をかけた。
　西沢和彦委員（日本総合研究所調査部上席主任研
究員）は、医療の在り方を論じた部分に出てくる「総
合診療医」について「かかりつけ医には総合診療医
のスキルが求められると書いた方が、総合診療医と
かかりつけ医の言葉の関連性が分かりやすい」と指
摘。後期高齢者支援金への全面総報酬割で生じる財
源を国保財政の構造問題解決に使うよう考慮すると
いう記載に対しては「一致した結論を見なかったと
いうのが客観的だ」と述べ、財源の使途は丹念に議
論する必要があるとした。
●診療報酬は全国一律の制度で／清家会長と遠藤代理
　各論案は今後の医療について、「病院完結型」から

「地域完結型」に変わらざるを得ないとの趣旨で貫か
れている。「地域完結型の医療に見合った診療報酬・
介護報酬に向け体系的に見直す」との記載も盛り込
まれている。
　診療報酬を都道府県ごとに設定できる形に見直す
ようにも読めるが、清家会長は会合終了後の記者会
見で「今回の提言では、全国ベースの診療報酬体系
と、地域ごとのきめ細かい政策を可能にする基金な
どの税財源の両者の強みを組み合わせることが大切
と考えている」と述べ、地域単位の診療報酬設定は
否定した。遠藤久夫会長代理（学習院大経済学部長）
も取材に「私見だが都道府県ごとという意味ではな
いだろう」と指摘。全国一律の現行制度の中で、地
域完結医療を支えられる診療報酬の在り方を考える
趣旨との見方を示した。（8/5MEDIFAXより）

医療システム、「病院完結型」から「地域完結
型」へ／国民会議
　８月２日の社会保障制度改革国民会議で、権丈善
一委員（慶應大教授）が起草委員を務めた医療・介
護分野の報告書各論案が提示された。各論案では始
めに、今回の医療・介護制度改革が行われる背景に
ついて解説。急速な高齢化の進展により、必要とさ
れる医療は従来の「病院完結型」から「地域完結型」
に変わらざるを得ないと指摘し、国民皆保険制度を

守り通すためにも、「医療そのものが変わらなければ
ならない」と強調した。
　主に青壮年期の患者を対象にする医療は救命・延
命、治癒、社会復帰を前提とした「病院完結型」だっ
たが、老齢期の患者が中心となる医療は病気と共存
しながらＱＯＬ（Quality of Life）の維持・向上を
目指す医療になると指摘。今後、必要とされる医療
は、従来の「病院完結型」から、患者の住み慣れた
地域や自宅で生活する「地域完結型」に変わらざる
を得ないと説明した。
　医療・介護ニーズが増大する中で将来にわたって
必要なサービスを確実に提供するためには、安定財
源の確保と同時に、医療・介護資源を患者ニーズに
適合させ、国民の負担を適正な範囲に抑える努力を
継続しなければならないとの考えも示した。社会保
障制度改革推進法には皆保険制度の維持が規定され
ており、皆保険を守り通すためにも、医療そのもの
が変わることを強く求めた。
　保険料や税の「能力に応じた負担」についても言及
した。医療・介護サービスの効率化を図っても、そ
の給付費が増加していく中で国民皆保険を維持すれ
ば、国民経済の中で公的サービスの規模が増すこと
になると指摘。保険料と税の負担については、徴収
と給付の両側面で、これまで以上に能力に応じた負
担の在り方や公平性が強く求められるとしている。
　国民の「望ましい医療」に対する意識改革の必要
性も指摘した。医療現場を守るためにも、医療のフ
リーアクセスは「いつでも、好きなところで」とい
う解釈から「必要な時に必要な医療にアクセスでき
る」という意味に変えるべきとし、そのためにもゆ
るやかなゲートキーパー機能を備えた「かかりつけ
医」の普及が必須になるとした。
　「ご当地医療」の必要性も指摘した。これまでの国
民会議の議論を通じて、地域によって人口動態や医
療・介護の需要のピークが大きく異なる実態が確認
できたとし、医療・介護サービスの在り方を地域ご
とに考えていく方向性を提示した。

（8/5MEDIFAXより）

要支援者の予防給付、市町村事業に移行を／
国民会議の各論案
　８月２日の社会保障制度改革国民会議に示された
医療・介護分野の報告書各論案には、介護保険制度
の要支援者に対する介護予防給付を市町村事業へ段
階的に移行させる方針が示された。市町村が行う地
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域支援事業を、地域包括ケアの推進を念頭に「地域
包括推進事業（仮称）」に再構築する必要性も指摘さ
れた。
　介護保険制度改革の中で最大の課題と位置付けら
れたのが「地域包括ケアシステムの構築」。そのため
にも2015年度からの第６期以降の介護保険事業計画
を「地域包括ケア計画」と位置付け、あらためて積
極的に取り組むよう促した。
　社会保障制度改革推進法は介護保険制度改革とし
て、介護サービスの効率化・重点化と国民の保険料
負担の増大抑制を求めている。各論案では介護サー
ビスの効率化・重点化について、市町村が地域の実
情に応じたサービスを効率的に提供するためにも、
要支援者への介護予防給付を段階的に地域包括推進
事業へ移行させる方針を示した。清家会長は移行時
期について、国民会議終了後の記者会見で「少なく
とも中長期の話ではない」と述べている。
　効率化・重点化ではこのほか、▽所得水準に関係
なく一律となっている利用者負担について、一定以
上の所得がある利用者の負担引き上げ▽特別養護老
人ホームの中重度者への重点化と軽度の要介護者を
含んだ低所得高齢者の住まいの確保▽デイサービス
について、重度化予防に効果がある給付への重点化
▽補足給付での資産の勘案―が盛り込まれた。
　保険料負担の増大抑制については、低所得者への
軽減措置の拡充が必要とされた。40－64歳が負担す
る介護納付金への総報酬割導入は、後期高齢者支援
金の全面総報酬割の状況を踏まえながら検討する課
題に挙げている。
●低所得の単身高齢者、対応策のアジェンダ提示を
　国民会議では、宮本太郎委員（中央大教授）が低
所得の単身高齢者世帯が増加することへの対応策に
ついて、報告書の中でアジェンダとして提示するこ
とを求めた。各論案では、中低所得の高齢者が地域
で安心して生活できるように空き家の有効活用を求
めており、年金分野の各論案にも低所得者対策への
言及がある。宮本委員は各分野を揺るがしかねない
問題になると懸念を示した。（8/5MEDIFAXより）

民主、実務者協議の拒否を決定／３党合意の
趣旨逸脱が理由
　民主党は８月５日、自民、公明両党との「社会保
障制度改革に関する実務者協議」について、議論に
応じないことを決めた。「自・公が社会保障制度に関
する抜本的な制度改革議論を拒否し続けている」と

主張。すでに与党側にもこの方針を伝えたという。
　社会保障制度改革国民会議が取りまとめた報告書
についても、民主は「（2012年６月の社会保障・税一
体改革の）３党合意を踏まえた内容にはなっていな
い。３党協議で何ら合意することができず、国民会
議に具体的な提案をすることができなかったため、
国民会議の取りまとめた内容は、当初の趣旨と大き
く異なってしまった」と指摘。「これは国民会議の委
員の責任ではなく、政府の方針が政権交代により変
わってしまったためで、民主党はこのような国民会
議の取りまとめについて、責任を持つことはできな
い」と主張している。
　３党合意では、今後の公的年金制度や高齢者医療
制度に関する改革について「あらかじめその内容等
について３党間で合意に向けて協議する」との内容
が盛り込まれている。
　３党実務者協議は、12年の３党合意に基づいて12
年11月から議論を重ねてきた。参院選前の６月20日
の会合を最後に開かれていないが、それまでの協議
では、年金制度をめぐり、制度そのものの抜本的な
改革も視野に入れる民主に対し、自民は現行制度を
ベースに改善を図る姿勢を崩さないなど、成果を挙
げられないままだった。
　８月５日、記者会見した櫻井充政調会長は「３党
合意を順守してほしいと自・公に再三お願いしてき
た。抜本改革などについて、先に実務者協議で決まっ
たことを国民会議に上げる内容になっていたが、そ
ういうことが議論されなかったため、国民会議の報
告書を見ると、年金制度の抜本改革や高齢者医療制
度改革について、私たちが求めてきた本質的な内容
の方向性が明示されていない」と指摘した。
　３党実務者協議に参加してきた長妻昭・党社会保
障と税の一体改革調査会長は「私たちも野党になっ
て、民主党の案が通らなければ一切駄目だという立
場でもない。抜本的かどうかは別にして、制度改革を
進めようと、自民党に何度も誘い水を出したが『制
度は変えない』の一点張りだった」と批判した。
　櫻井政調会長は「私たちも苦渋の選択だった。３
党合意に基づかないから協議に応じないのであっ
て、順守してくれるのであれば、あらためて考えた
い」とも語り、今後、国会での論戦を通じて、党と
して社会保障制度改革案を示していく考えを強調し
た。
　一方、菅義偉官房長官は８月５日の記者会見で「自
分たちの主張が入っていないからといって離脱する
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というのは、誰が考えてもいかがなものかなと思う」
と疑問を投げ掛けた。（8/6MEDIFAXより）

中医協
医療資源少ない地域の評価「活用されていない」
／中医協・入院分科会
　厚生労働省は７月17日、中医協の入院医療等の調
査・評価分科会（分科会長＝武藤正樹・国際医療福祉
大大学院教授）に、医療資源の少ない30医療圏（指
定地域）を対象に2012年度診療報酬改定で導入した
一般病棟入院基本料の「病棟単位」の届け出や「特
定一般病棟入院料」が、ほとんど活用されていない
との実態を報告した。委員からは、補助金と診療報
酬のすみ分けの検討や、現行体系の充実などを求め
る意見などが出た。
　医療資源の少ない地域に配慮した評価は、診療側
の要求を受け12年度改定で実現されたもので、自己
完結した医療提供を進めながらも、医療従事者の確
保が困難で医療機関が少ない２次医療圏や離島にあ
る医療機関が対象となった（200床以上病院、７対
１病院、10対１病院などは除く）。厚労省が提示した
資料によると、12年夏のデータで指定地域での対象
医療機関は100を切っており、そのうち一般病棟入院
基本料（病棟ごとの看護配置）、特定一般病棟入院料
１、同入院料２の届け出施設は、それぞれ１施設に
とどまっていた。亜急性期入院医療管理料１（指定
地域）と同管理料２（指定地域）の届け出は報告さ
れていなかった。
●複数の機能を重点的に担う志向
　医療資源の少ない地域に配慮した評価に対する影
響調査の結果によると、栄養サポートチーム加算の
専従要件の緩和に対し、評価しているとの回答が
57.2％だった。亜急性期入院医療管理料を届け出た
病棟での看護配置の緩和措置に対しては28.6％が評
価していると回答した。11年度収支と12年度収支で
は「少し良くなった」と「少し悪くなった」が32.4％
で同等の評価だったほか、「大変悪くなった」との回
答が13.5％あり、評価が分かれた。
　指定地域の病院が、今後重点的に担っていこうと
考えている機能は「急性期から長期療養の中の複数
の機能」が23％、「亜急性期医療機能・回復期リハビ
リ機能」20％、「急性期医療機能」20％だった。
　こうした現状を踏まえ厚労省は、医療資源の少な
い地域に配慮した評価について▽次期改定後も引き

続き利用状況の検証を前提に評価を継続していくこ
とをどう考えるか▽亜急性期入院医療の今後の評価
体系に準じた評価をどう考えるか▽対象とする医療
機関は一定病床以下とするか―の３点を提示した。
　これに対し健保連理事の髙智英太郎委員は「地域
に配慮した診療報酬の利用実態が見えてこない。指
定地域の直近の経営実態を明らかにしてもらいた
い。患者負担増を考慮すると、補助金と診療報酬の
すみ分けを十分検討してもらいたい」と述べた。そ
の上で、対象とする地域は現行基準を堅持し、拡大
すべきではないとした。
　日本医師会常任理事の石川広己委員（千葉県勤労
者医療協会理事長）は「急性期からの受け入れ、在
宅・生活復帰支援、緊急時の受け入れなど、多様な
病態の患者に対し、亜急性期入院医療の今後の評価
体系に準じた評価を進めることが大事だ。限られた
医療資源の中で患者の状態に応じた一体的な医療を
提供する必要があり、充実させていくことを考えて
もらいたい」と述べた。（7/18MEDIFAXより）

亜急性期も「病棟単位」「入院データ提出」／
中医協・入院分科会で論点
　厚生労働省は７月17日、中医協「入院医療等の調
査・評価分科会」（分科会長＝武藤正樹・国際医療福
祉大大学院教授）の中間取りまとめに向け、亜急性
期医療の３つの機能をより明確に示し、一般病床に
限定せず療養病床など他の種別の病床でも、亜急性
期病床に期待される機能を満たせば算定できるとの
新たな論点を示した。５月30日の同分科会での議論
の結果を踏まえたものとしている。
　亜急性期病床が地域医療で果たす役割は▽急性期
からの受け入れ（入院患者の重症度、看護必要度の
設定など）▽在宅・生活復帰支援（在宅復帰率の設
定など）▽緊急時の受け入れ（２次救急病院の指定、
在宅療養支援病院の届け出など）―の３機能。新た
な論点として▽亜急性期病床の役割として入院患者
に提供されている医療内容のデータの提出▽亜急性
期病床に期待される機能に関する要件を設定した上
で評価を充実させる▽病室単位から病棟単位の評価
―の３点を挙げた。
●入院患者のデータ提出要件に賛否
　これらの論点をめぐって日本慢性期医療協会長の
武久洋三委員（医療法人平成博愛会理事長）は、亜
急性期病床の３つの機能は理解できるとして賛同し
た。健保連理事の髙智英太郎委員は「亜急性期病床
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は病棟単位でいいだろう」とした上で、亜急性期病
床の機能に基づく要件として「重症度・看護必要
度、在宅復帰率、急性期からの患者受け入れに加え
て、提供した医療に関するデータ提出を要件にすべ
きだ」と述べた。髙智委員は提供されたデータを制
度設計に有効に活用していく重要性も指摘した。武
久委員も入院患者のデータ提出を進めるべきとの考
えを示した。
　一方、全日本病院協会副会長の神野正博委員（社
会医療法人董仙会理事長）は「亜急性期については、
医政局の病床機能情報の検討会との整合性を取って
もらいたい」と指摘した。日本医師会常任理事の石
川広己委員（千葉県勤労者医療協会理事長）も「２
つ目の論点（亜急性期病床に期待される機能に関す
る要件を設定した上で評価を充実させる）は整合性
のない中で議論を進めるべきでない」と指摘した。
　事務局の厚労省保険局医療課は、医政局の議論を
承知しているとしたものの、「病床機能分化は待った
なしの議論であり、われわれとしては議論を進めた
い」と説明した。
　分科会後、石川委員は取材に対し「整合性を取っ
ていくことは大事だ。データの提出など、まだ決め
打ちしたくない」と述べ、慎重に進めてほしいと強
調した。（7/18MEDIFAXより）

７対１の要件強化、在院日数や手術件数も／
中医協・入院分科会
　中医協「入院医療等の調査・評価分科会」は７月
17日、７対１入院基本料の在り方について議論を深
めた。一体改革による2025年の病床数イメージを実
現するため、７対１の要件を厳しくしていく方向性
については特に異論はなかった。厚生労働省は論点
として、特定除外制度の見直しや、短期滞在手術を
平均在院日数の算出から外すこと、年間の手術実施
件数を算定要件にすることなどを提示した。事務局
は次回７月末の会合で中間まとめの素案を示す。
　厚労省は７対１入院基本料を算定する医療機関の
在り方として「長期療養の提供ではなく複雑な病態
を持つ急性期患者に高度医療を提供すべき」との考
え方を示し、反対意見はなかった。具体的な要件に
は、特定除外制度を13対１、15対１と同様に見直す
ことや、４泊５日以内の短期滞在手術を平均在院日
数の算出から除くことを提案した。
　短期滞在手術について健保連理事の髙智英太郎委
員は「除外の方向で検討することもやむを得ない」

と切り込み、日本慢性期医療協会長の武久洋三委員
（医療法人平成博愛会理事長）も「眼科など短期間の
入院患者がいる病院ほど有利な制度は不公平」と除
外に賛同。筒井孝子委員（国立保健医療科学院統括
研究官）は「リスクのある手術を病院の努力で短期
入院させた場合は評価すべき」と注意を促したが、
反対論ではなかった。
●要件案に早期リハやＤＰＣデータ提出も
　厚労省はこのほか、年間の手術件数や全身麻酔手
術件数などの診療実績、ＤＰＣデータの提出、急性
期病棟での早期からのリハビリテーションなどを要
件に提案した。
　リハビリについては、髙智委員や日本医師会常任
理事の石川広己委員（千葉県勤労者医療協会理事長）
が賛成。武久委員は「急性期で長期のリハビリをし
てから回復期リハ病棟に行くのはおかしい。２週間
くらいに限定するなら賛成」と条件を付けた。
　ＤＰＣデータの提出は、石川委員が「ＤＰＣ病院
が手上げである以上、議論の余地がある」と要件化
に慎重な姿勢を示したのに対し、藤森研司委員（北
海道大病院地域医療指導医支援センター長）は「急
性期で最も手厚い点数をもらう医療機関をモニタリ
ングする方法がないのは問題。要件にしてほしい」
と反論。池田俊也委員（国際医療福祉大薬学部教授）
や全日本病院協会副会長の神野正博委員（社会医療
法人財団董仙会理事長）も要件化に賛成した。
　議論を踏まえ、次回会合で中間まとめの素案が示
される。厚労省は８月上旬にも中間まとめをしたい
考えだ。（7/18MEDIFAXより）

消費税８％対応の財源規模5000億円、改定
率で約1.2％
　厚生労働省は８月２日、中医協「医療機関等にお
ける消費税負担に関する分科会」に、消費税率８％
時点の診療報酬による補填に必要な財源規模を示し
た。機械的に試算すると、財源は約5000億円、改定
率で約1.2％になるとした。
　厚労省は「あくまでも1997年の計算式を使った機
械的試算で、固定した数字ではない」としている。
97年に消費税が５％となった際の計算式に2011年の
医療経済実態調査の数字を当てはめて算出した。約
1.2％のうち診療報酬本体分は約0.5％としている。
　会合で今村聡委員（日本医師会副会長）は「消費税
率８％引き上げ時の改定における消費税対応の計算
方法について」と題する資料を提出。厚労省の計算
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方法に対して疑問を示した。（8/5MEDIFAXより）

８％時の補填「基本診療料だけでは不十分」
／中医協・消費税分科会
　厚生労働省は８月２日、中医協「医療機関等にお
ける消費税負担に関する分科会」（分科会長＝田中
滋・慶応大大学院教授）に、医療機関の消費税負担
に対する消費税率８％時点での診療報酬による補填
方法について▽診療所は初・再診料に上乗せ▽病院
は①診療所と同一点数となるよう初・再診料を引き
上げ②残りの財源を入院料に上乗せ─とする案を提
示した。ただ、診療側・支払い側の双方の委員から、
上乗せは初・再診料や入院料といった基本診療料だ
けでなく、個別の診療報酬項目も含めるべきとの意
見が相次いだ。
　前回の会合で厚労省は▽案１＝基本診療料に上乗
せ▽案２＝個別項目に上乗せ▽案３＝１点単価に上
乗せ─の３案を提示していたが、「案１」に絞って提
案した。
　厚労省の提案に対し支払い側の白川修二委員（健
保連専務理事）は「前回の提案に対し、私は案１と
案２を組み合わせるべきではないかと言ったが、案
１に限定した提案はどういう経緯か」と厚労省案を
疑問視。小林剛委員（全国健康保険協会理事長）も

「案１と案２の組み合わせを求めたと認識している」
と述べた。事務局の厚労省保険局医療課は「案１を
基本に示したもので、個別項目への上乗せを排除す
る考えはない」と回答。白川委員は「（前回までの議
論で）高額投資は別扱いしないことになったが、病
院での高額な設備投資については若干の配慮は必要
だろう。高額な検査機器やダ・ヴィンチのような医
療機器などは分かりやすく、検査料に上乗せがあっ
てもよいのではないか」と述べた。
　税率10％時点での課税化を求め、診療報酬による
補填は８％時点のみとする診療側の今村聡委員（日
本医師会副会長）は、消費税率引き上げ時期は流動
的で８％引き上げの１年半後に10％となるかどうか
も分からないと指摘。「８％が少しでも長い期間に
なるようであれば、白川委員が示した配慮がないと
病院が苦しむこともあり得る」とし、「基本診療料
と個別項目の組み合わせがあってもよいのではない
か」と述べた。
　西澤寛俊委員（全日本病院協会長）は「病院は初・
再診料に上乗せし、残りの財源を入院料に乗せるこ
とで病院全体に対応するということだが、同じ７対

１病院でも個々の病院で負担は異なる」と指摘。小
森直之代理委員（日本医療法人協会副会長）も「病
院は課税されている金額が分かっており、係数とし
て計算した上で上乗せを求める方法を、われわれは
案４として検討している。同じ７対１病院でも１日
単価が大きく異なる。一律の同じ点数配分となると
消費税の負担が変わってくる。初・再診料も日帰り
手術が増えており、１日単価が大きく異なる」と述
べ、基本診療料の上乗せは課題が多いと指摘した。

（8/5MEDIFAXより）

医療保険
産科補償の剰余金「保険者に帰属」が前提／
社保審・医療保険部会
　社会保障審議会・医療保険部会（部会長＝遠藤久
夫・学習院大教授）は７月25日、産科医療補償制度
の見直しについて議論した。委員からは「剰余金は
保険者に帰属しているとの前提で運用を検討すべ
き」との意見が複数上がった。制度の見直しについ
ては、出産育児一時金に掛け金分を上乗せしている
関係上、同部会が最終的に決定する。
　制度を運営する日本医療機能評価機構は、制度創
設時に前提とした補償対象者数の推計値を実際の対
象者数が下回り、剰余金が発生していることから、
掛け金の引き下げが検討されるとの見方を示した。
　白川修二委員（健保連専務理事）は、剰余金は出
産育児一時金を拠出している保険者に帰属している
ため保険者に返還すべきとした上で「法的な問題も
あるかもしれないので、将来の保険料に充てるとい
うふうな考え方もある」と述べた。掛け金について
は「厚生労働省には2014年１月から切り下げをお願
いしたい」と求めた。小林剛委員（全国健康保険協
会理事長）は、産科補償制度は社会保険料と税金に
基づく公的制度であると指摘した上で、剰余金につ
いて「今後の掛け金に充てることが選択肢として考
えられる」と述べ、早急に見直す必要性を強調した。
　岩本康志委員（東京大大学院教授）は「剰余金は
保険者に帰属しており保険者に戻すのが筋で、それ
以外の考え方はない」と述べた上で、「掛け金を下げ
て保険会社にロスが出た場合は剰余金で補填するな
ど、剰余金が民間保険会社と保険者間で循環する仕
組みを検討すべき」と提案した。
　鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）は「掛け金
や剰余金の見直しに全面的に反対ではない」とした
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上で、産科医療の危機的状況を打開するために民間
保険会社の力を借りた経緯があるとし、「掛け金、剰
余金を見直すなら、併せて補償対象範囲や補償金額
も見直すべき」と述べた。（7/26MEDIFAXより）

次期改定の基本方針へ議論開始／医療保険部
会、一体改革関連を先行
　社会保障審議会・医療保険部会は７月25日、2014年
度診療報酬改定の基本方針策定に向けた議論に入っ
た。まずは社会保障制度改革国民会議が８月にまと
める社会保障・税一体改革関連のテーマを先行して
議論し、それ以外の事項は秋以降に議論する。一体
改革関連に限定した基本方針や「議論の整理」をま
とめる可能性もある。最終的な基本方針は従来通り
11－12月に策定する。
●消費税財源を次期改定に
　厚生労働省保険局の宇都宮啓医療課長が、中医協
で前倒しで進めている議論の状況を説明し、自由討
論した。鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）は「次
回改定は地域に密着した医療の大幅な充実を図るべ
き」と主張。消費増税の関連では「一体改革では医
療サービスの充実に消費税財源を充てるとされてい
る。引き上げ財源のメーンを次回改定に充ててほし
い」としつつも「一体改革は25年に向けたもの。次
回改定で一気に進める性急なやり方をすれば、現場
は大混乱する」と注意も促した。
　菊池令子委員（日本看護協会副会長）は訪問看護の
強化などを主張。森昌平委員（日本薬剤師会常務理
事）は、調剤報酬改定で残薬の管理など薬剤師機能
の評価が必要だと訴えた。岡﨑誠也委員（全国市長
会国民健康保険対策特別委員長、高知市長）は「療
養病床の診療報酬を低く押さえ込まれると医療難民
が出る」と配慮を求めた。
●効率化「工程表に落とし込んで」
　武久洋三委員（日本慢性期医療協会長）は効率化
の重要性を強調した。「われわれは医療費や介護費
を少し上げてくれと当然要求するわけだが、医療提
供側として、効率化できるところは自ら協力する姿
勢も必要だ」と指摘。具体的には「急性期の病床が
療養病床の何倍もあるのはおかしい。急性期病院に
たくさんの慢性期患者が入っている非効率さは改善
しないといけない」と強調した。消費増税について
は「拡大する社会保障費をカバーするために消費税
を上げると言っていたのが、いつの間にか消費税の
一部しか社会保障に使われないという風潮が出てき

ている」と懸念を示した。
　白川修二委員（健保連専務理事）も「充実と同時
に効率化を進めないといけない」とし、一体改革が
構想している医療・介護分野の重点化・効率化で0.7
兆円捻出という試算について「このままでは絵に描
いた餅になる。厚労省には工程表に落とし込む形で
具体的な政策作りをお願いしたい」と求めた。地域
包括ケアを進めるに当たっては「診療報酬と介護報
酬で全部やるのは財政的に不可能なので、補助金を
うまく併用して計画的に進めるべき」とした。

（7/26MEDIFAXより）

「在宅の急変」は亜急性期？急性期？／改定基
本方針で医療保険部会
　厚生労働省の社会保障審議会・医療保険部会は８
月１日、2014年度診療報酬改定の基本方針策定に向
け議論した。厚労省がこれまでの議論の整理として
示した資料の亜急性期の部分に「在宅患者の急変時
の受け入れ」と記載されたことついて、鈴木邦彦委
員（日本医師会常任理事）が「在宅患者をひとくく
りにして亜急性期で受け入れるのは実態を反映しな
い」と削除を求めた。これに対し武久洋三委員（日
本慢性期医療協会長）は「高度急性期で診なくても
よい患者が多く、その一部を亜急性期が担当すべき
という意味だ」と反論し、削除すべきでないと主張
した。
　厚労省は、前回７月25日の議論や、12年度診療報
酬改定の基本方針などを踏まえ「次期改定における
一体改革関連の基本的な考え方（議論の整理）」を提
示した。「基本認識」と「次期改定（一体改革関連）
の基本的な考え方」の２部構成で、「基本認識」には
病院・病床の機能分化と強化や、一般病棟の長期入
院適正化、在宅医療の充実などを挙げた。病床機能
の分化は段階的に進め、チーム医療の推進も必要と
記載した。
　「次期改定の基本的な考え方」は、入院・外来・
在宅に分けて示した。入院では急性期病床の機能明
確化や急性期病院の平均在院日数短縮、亜急性期・
回復期を担う病床の機能明確化などを、外来ではか
かりつけ医機能の評価や大病院の紹介外来推進など
を、在宅では在宅療養支援診療所・病院の機能強化
や訪問診療の適正化などを挙げた。
　議論の中心になったのは病床機能の分化・強化だ。
亜急性期病床の機能の例として資料に盛り込まれて
いた「在宅患者の急変時の受け入れ」について鈴木
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委員は「在宅患者もいろいろ」「急性期には、重傷、
中等症、軽傷がある」「分化を性急に行うと現場が混
乱する」と指摘し削除を求めた。中医協・入院分科
会の議論を引き合いに「７対１の急性期病床を無理
やり減らして亜急性期にしようとしている」とも述
べ「サブアキュートは急性期、ポストアキュートは
亜急性期にするのが自然。具合の悪い人はいったん
全て急性期で受け、落ち着いたら早期に亜急性期に
移す方がスムーズ」と提案した。
　武久委員は「亜急性期は、ポストアキュート、サ
ブアキュート、リハビリの３つの機能を持った新し
い概念」とし、25年を見据えた機能分化が必要だと
主張した。
●療養病床の再編計画は
　白川修二委員（健保連専務理事）が口火を切る形
で、介護療養病床の再編も議論になった。介護療養
病床は11年度末までに廃止し介護老人保健施設など
へ転換することが決定していたが、現在の介護療養
病床は18年３月31日まで廃止が延長されている。
　白川委員は医療保険部会で介護療養病床の再編に
関する議論をすべきと主張。遠藤部会長は「非常に
大きな議論になる。診療報酬とは直接関係ないが、
関連はする。療養病床再編計画を医療保険部会で議
論するのかどうか事務局と相談する」と引き取った。

（8/2MEDIFAXより）

医療部会は「平均在院日数」に意見集中／改
定基本方針の議論開始
　社会保障審議会・医療部会（部会長＝永井良三・
自治医科大学長）は８月２日、医療保険部会に続い
て2014年度診療報酬改定の基本方針策定に向けた議
論を開始した。委員からは、社会保障・税一体改革
で「平均在院日数の減少等」によって国費を4400億
円削減する試算が示されていることに関連し、平均
在院日数の在り方に意見が集中した。急性期治療後
の転院先に選択肢が少ないとの指摘や、早期退院・
転院の受け皿整備が不十分なため、患者・国民の不
安・不理解が解消されていないとの意見もあった。
　白鳥敬子委員（東京女子医科大病院長）は、急性
期後の受け皿整備が進まない理由は診療報酬が低い
ためではないかとの見方を示し「診療報酬で合併症
の数や高齢者ということを評価項目として付け加え
ることで、亜急性期であっても十分な診療報酬が得
られるようになれば、リハビリテーションなどを含
めたトータルケアができる病院に移動してもらえる

のではないか」と述べた。
●退院時に患者は不満抱えている
　中川俊男委員（日本医師会副会長）は「中医協で
もそうだが、平均在院日数の短縮が良いことのよう
に進められている」とした上で「日医は限界にある
と言っている。これ以上（単純に）進めると現場で
は冷たい医療といわれる」と慎重な検討を求めた。
今村聡委員（日医副会長）も「財政的な動きがある
としても、本当に国民がそのことを理解しているか。
退院・転院のとき皆さん不満を持っている」と述べ
た。
　相澤孝夫委員（日本病院会副会長）は、医療の進
歩に伴い短縮できる部分は短くしていくべきとした
上で「同じ手術でも高齢の方は、そうそう帰れない。
こういう方のポスト急性期や地域のケアをどうする
のか」と述べ、入院早期から医療機関の多職種と患
者・家族が転院・退院について話し合う仕組みづく
りや、行き先整備を可能とする財源を求めた。
●「短縮」は患者の安心が前提
　高智英太郎委員（健保連理事）は「患者の重症度
を評価するとともに、急性期病床の平均在院日数の
短縮化に結び付けていくことが肝要」とし「その際、
受け皿整備について別途考慮することや、ハレー
ションを最小限に食い止めるなどの工夫が求められ
る」と述べた。
　藤本晴枝委員（ＮＰＯ法人地域医療を育てる会理
事長）や山口育子委員（ＮＰＯ法人ささえあい医療
人権センターＣＯＭＬ理事長）らも、患者が安心で
きる在宅医療や急性期後の受け皿整備が平均在院日
数短縮の前提になると指摘した。

（8/5MEDIFAXより）

規制改革
最優先案件に「保険外併用療養」／規制改革
会議が議論再開
　政府の規制改革会議（議長＝岡素之・住友商事相
談役）は７月26日に会合を開き、政権交代後２期目
の議論を開始した。今後の議論の進め方などを確認。
議長提案として、当面の最優先案件の候補に「保険
診療と保険外診療の併用療養制度」や「介護・保育
事業等における経営主体間のイコールフィッティン
グ確立」などを上げた。最優先案件は８月の次回会
合で正式決定する。
　保険外併用療養制度については、▽国内で開発さ
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れた先進的な医薬品・医療機器を用いた医療技術▽
海外で使用されているものの国内では未承認の医薬
品・医療機器を用いた医療技術―などと保険診療の
併用を容易にするため、利用者の立場から規制改革
を検討する。開発から実用化までの期間短縮や保険
外併用療養費制度の範囲拡大が狙い。政府の成長戦
略で医療分野を重視しているため、規制改革会議も
優先的に検討する必要があると判断した。
　介護・保育事業では、経営主体が株式会社か社会
福祉法人かによって補助金などの扱いが異なるとし
て見直しを求める声が上がっている。規制改革会議
は、株式会社やＮＰＯなどが参画しやすくなるよう
条件面を同等に整えたい考え。
　規制改革会議は2013年７月から14年６月まで、毎
月１－２回のペースで会合を開く。答申は14年６月
をめどにまとめる。必要に応じて中間取りまとめも
検討するほか、状況に合わせて「意見」の公表など
も行う。
　会合では、５つのワーキンググループ（ＷＧ）の
設置と、各ＷＧの座長と座長代理も決めた。ＷＧは

「健康・医療」「雇用」「創業・ＩＴ等」「農業」「貿
易・投資等」の領域ごとに議論を進める。構成員は
８月の次回会合で決める。その後、各ＷＧは具体的
な検討事項について協議し、９月の次々回会合で正
式決定する。
●省令の実態分析と見直しも
　規制改革会議はこのほか、省令など下位規範の実
態分析と見直しにも取り組む。各種規制のうち４分
の１程度は省令以下の規定によるもので、法律に基
づくものではないにもかかわらず国民の権利を制限
しているものがあることを問題視。あらためて許認
可の内容を洗い出し、省令以下の規範を見直すかど
うか検討する。
　また、６月５日に提出した政権交代後１期目の答
申内容についても、重要12項目について重点的に
フォローアップする。この中には「すべての社会福
祉法人の経営情報の公開」「再生医療の推進」「医療
機器に係る規制改革の推進」「一般用医薬品のイン
ターネット販売」などが含まれている。

（7/29MEDIFAXより）

介護保険
「８％」対応、基本単位数と加算に上乗せ／介
護給付費分科会・調査委
　厚生労働省は８月19日の社会保障審議会・介護給
付費分科会の介護事業経営調査委員会（委員長＝田
中滋・慶応大大学院教授）に、「介護サービス施設・
事業所の設備投資に関する調査」の結果を報告し、
消費税率８％引き上げ時の介護保険サービスの対応
について検討した。委員会では、消費税率８％引き
上げに伴い、仕入れなどにかかる消費税負担が増大
することから、影響分を介護報酬に上乗せして補填
するべきとの意見で一致した。検討結果は後日、給
付費分科会に報告する。同委員会では年内をめどに、
８％引き上げ時の対応を取りまとめる。
　厚労省は介護報酬で補填する場合の対応策として
▽基本単位数や消費税負担が相当程度見込まれる加
算単位数に消費税対応分を上乗せする▽１単位単価
に消費税対応分を上乗せする―といった考え方があ
ると提示。実態に合った対応ができる方法として、
基本単位数に加え、消費税負担が相当程度見込まれ
る加算に対しても上乗せするのが妥当との意見でま
とまった。
　同委員会の議論は、消費税率８％引き上げが2014
年４月に行われる場合、対応する介護報酬改定も同
時に実施されることが前提となっている。
●「高額投資対応」は必要なし
　議論では、高額投資件数が少ないとの調査結果を
受け、消費税率８％引き上げ時に介護報酬とは別建
ての高額投資用の制度をつくる必要はないとの意見
でもまとまった。
　設備投資に関する調査は、原則12年３月までの５
年間について、4423施設・事業所に対し実施し、873
施設・事業所から回答を得た。回答率は19.7％だっ
た。資産１件当たりの投資実績を見ると、どのサー
ビス類型でも１件当たり500万円未満の資産に対す
る投資が全体の８割以上を占める結果が出た。
　また、１件当たり１億円以上の資産に対する投資
状況を見ると、介護老人福祉施設で16件（介護老人
福祉施設の総投資件数の0.4％）、介護老人保健施設
で８件（介護老人保健施設の総投資件数の0.4％）な
ど、どのサービス類型をみても０－２％台だった。
１件１億円以上の資産は、ほぼ全てが建物だった。
　このほか消費税率８％引き上げに向けて▽基準費
用額や特定入所者介護サービス費▽区分支給限度基
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準額─についても議論する必要があるとした。
（7/22MEDIFAXより）

参院選
羽生田・石田氏ら初当選、石井氏も議席確保
　安倍政権発足後、初めての全国的な国政選挙とな
る第23回参院選は７月21日、投開票が行われ、自民
党新人で日本医師連盟の羽生田俊氏（日本医師会副
会長）が初当選した。医療関係団体の組織内候補で
はこのほか、日本歯科医師連盟の石井みどり氏（自
民・現）と、日本看護連盟の石田昌宏氏（自民・新）
が当選した。
　比例代表ではこのほか、日本薬剤師連盟の重点候
補、衛藤晟一氏（自民・現）らが議席を確保した。
　都道府県選挙区では、東京選挙区で元厚生労働副
大臣の武見敬三氏（自民・現）が、厚生労働政務官
の丸川珠代氏（自民・現）と共に当選し、自民が東
京で２議席を確保した。鹿児島選挙区では元厚生労
働相の尾辻秀久氏が強さを見せた。一方、大阪選挙
区では元厚労政務官の梅村聡氏（民主・現）が議席
を逃した。（7/22MEDIFAXより）

強い経済で社会保障の財政強化／自民勝利で
安倍総裁
　参院選の勝利によって今後３年間、安定政権を築
ける見通しが立った自民党の安倍晋三総裁は７月22
日に党本部で会見し、これからの政権運営に対する
考え方を語った。安倍総裁は、さまざまな政治課題
に同時並行的に取り組む必要があると断った上で最
重要課題に「デフレ経済からの脱却」を挙げ、「強い
経済がなければ社会保障の財政的な基盤強化もでき
ない。まずそのことに集中したい」と述べた。
　また、秋に予定する臨時国会で、企業の設備投資
を後押しするための「大胆な投資減税」を決定する
としたほか、産業競争力強化法の成立などに取り組
む考えを示した。社会保障制度改革についても触れ、

「社会保障制度改革国民会議の議論を取りまとめ、実
行に移していかなければならない」と述べた。2014
年度からの消費税率引き上げについては「13年４－
６月の経済指標などを踏まえ、経済情勢を見極めな
がら秋に判断する。デフレ経済脱却、経済成長と財
政再建の両方の観点から判断していく」と述べた。

（7/23MEDIFAXより）

諮問会議
民間議員が「予算の全体像」提示／諮問会議
が再開
　経済財政諮問会議は７月30日、会合を開き、民間
議員が「予算の全体像について」と題する意見書を
提出した。概算要求基準や中期財政計画を策定する
前に考え方を示したもの。次回会合では「2014年度
予算の全体像」を取りまとめるほか、甘利明経済再
生（一体改革）担当相が「中期財政計画の骨子」を、
麻生太郎財務相が「概算要求基準の考え方」を提示
する。政府は８月上旬にも中期財政計画と概算要求
基準を策定する。
　民間議員は14年度予算について「デフレ脱却と財
政健全化に向けた第一歩」と位置付け、その上で「社
会保障も非社会保障も聖域とせず大胆に見直し、財
政健全化目標と整合的な予算にすべき」と提言。各
省庁の予算要求についても、原則的に定量的な成果
目標と達成に向けた指標、関連政策を示して要求し、
既存の施策を続ける場合にも５年以上経過したもの
は縮小・廃止を原則とすべきだと意見具申した。
　社会保障分野の14年度予算を編成するに当たって
は、社会保障制度改革国民会議の議論や時間軸を踏
まえつつ、改革メニューと制度改正の流れを早急に
整理すべきと指摘。具体的な取り組み事項として▽
後発医薬品の薬価の見直しと使用促進▽重複・頻回
受診の是正をはじめとする医療費適正化▽医療・介
護情報の統合的な全国システム化▽70－74歳の医療
費自己負担２割への引き上げは新たに70歳に到達し
た人から順次進める―などを挙げた。
　また、秋の諮問会議で各分野の歳出の重点化・効
率化を議論し、経済や税収動向を見極めた上で「予
算編成の基本方針」を取りまとめるべきと指摘。社
会保障制度改革の重点化・効率化を16年度以降に本
格実施するため、13年度中に工程表を作るよう求め
た。
　民間議員は財政健全化目標についても言及。13年
度の国・地方のプライマリーバランス（ＰＢ）の赤
字を対ＧＤＰ比７％程度と見込んだ。アベノミクス
効果で12年度の国税収入は当初見込みより1.3兆円
増加したものの、財政再建の国際公約を達成するた
めには今後２年間で対ＧＤＰ比3.75％程度の収支改
善が必要だと試算。成長による自然増収を考慮して
も、消費税引き上げの実現や国・地方を通じた歳出
抑制が必要だとした。
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　ＰＢ赤字を半減させる15年度までの取り組みとし
ては、骨太方針や日本再興戦略を踏まえ、総合科学
技術会議の司令塔機能強化や日本版ＮＩＨの創設と
いった民間誘発効果が高い施策に予算を集中すべき
と指摘。その一方で歳出規模の抑制も提言し、各省
庁の概算要求に対しては既定経費に厳しいシーリン
グを設定するよう求めた。
　ＰＢ黒字化を目指す16－20年度は、５年間で対Ｇ
ＤＰ比3.3％、年平均0.7％程度の収支改善が必要にな
る。社会保障費を含めた歳出の伸びを名目経済成長
率以下に抑制することや、成長に伴う増収努力が不
可欠だと指摘した。社会保障についても給付と負担
の抜本的な見直しによる効率化を求めた。
　中期財政計画に関する提言では今後、国の一般会
計歳出を社会保障、公共投資、その他の経費に分
け、３分野の効率化の進み具合を検証すべきとして
いる。（7/31MEDIFAXより）

病床機能
厚労省、病床機能４分類で再提案／「亜急性
期」「地域多機能」を合体
　厚生労働省は７月11日、「病床機能情報の報告・提
供の具体的なあり方に関する検討会」（座長＝遠藤久
夫・学習院大教授）に、病院病床の機能分化推進に
向け導入する報告制度で各医療機関が選択する医療
機能について、４分類とする新たな案を示した。前
回会合では５分類としていたが、構成員から意見が
相次いだ「亜急性期」と「地域多機能」を１つの機
能としてまとめた。合体後の医療機能の名称は「検
討中」とした。報告制度の医療機能区分の「報告」
と、診療報酬の入院基本料などの「届け出」は別問
題とする考え方も案の中で示した。
　厚労省が示したのは▽急性期機能▽「検討中」▽
回復期リハビリテーション機能▽長期療養機能―の
４分類。亜急性期と地域多機能が合体した「検討中」
の医療機能の概念は「主として比較的軽度の急性期
患者（サブアキュート）および急性期を経過した患
者（ポストアキュート）に在宅復帰へ向けた医療を
提供しつつ、幅広い患者に対応する機能」とした。
サブアキュートの概念については、主に在宅・介護
施設の患者の急性増悪時対応とし、このうち高密度
な医療が必要となる重症者は「急性期機能」で対応
するとの考えを示した。
●日医案は「高度急性期」「急性期」「回復期」「慢性期」

の４分類
　一方、三上裕司構成員（日本医師会常任理事）は
日医案として▽高度な先端医療の提供や、ＩＣＵな
どの集中治療室を備えて救命救急を担う「高度急性
期病床」▽急性期医療（高度急性期病床と一部重複）
の提供やサブアキュートにも対応する「急性期病床」
▽現在の亜急性期入院医療管理料、回復期リハビリ
テーション病棟入院料を算定する病床など、急性期
経過後（ポストアキュート）の患者に医療を提供す
る「回復期病床」▽長期の療養を必要とする患者に
医療を提供する「慢性期病床」―の４区分を示した。
厚労省案とは、サブアキュートを急性期医療に位置
付けている点などが異なる。
　厚労省の神田裕二審議官は、日医案と厚労省案に
大きな違いはないとの認識を示した上で、厚労省が
ポストアキュートとサブアキュートを合わせて位置
付けていることについて、現在の診療報酬の亜急
性期入院医療管理料で明確に位置付けているとし

「人員配置など医療資源投入量で言うと、ポストア
キュートだけでなく軽度の急性期の方も受け止める
ことができる機能も果たすということ」と説明した。
　日医案については花井圭子構成員（連合総合政策
局長）と山口育子構成員（ＮＰＯ法人ささえあい医
療人権センターＣＯＭＬ理事長）が分かりやすいと
評価した。（7/12MEDIFAXより）

既存システムとの連携検討を／機能報告制度
で厚労省・検討会
　病院病床の機能分化推進に向け導入する報告制度
について検討している「病床機能情報の報告・提供
の具体的なあり方に関する検討会」は７月11日、医
療機関が都道府県へ報告する具体的な事項などにつ
いて議論した。構成員からは、すでに各都道府県で
運用されている医療機能情報提供制度やナショナル
データベース（ＮＤＢ）、政府が今後進める「デー
タヘルス計画（仮称）」との連携など、さまざまなシ
ステムとの連携について検討を求める意見が上がっ
た。
　相澤孝夫構成員（日本病院会副会長）は、現行の医
療機能情報提供制度は各施設の専門医数や職員数、
手術件数や医療機器など、都道府県によって扱う情
報が異なっていると問題視。「全国統一で情報をきち
んとすれば、地域の情報は把握できると思う」と述
べ、医療機関への負担軽減策として検討するよう求
めた。
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　松田晋哉構成員（産業医科大教授）は「例えばＮ
ＤＢを活用することで医療界のコンセンサスが得ら
れれば、いろんなものに応用もできる。国としての
経費も減らせるので素晴らしいと思う」と検討を求
めた。
　高智英太郎構成員（健保連理事）は、健保組合が
加入者の健康増進に向けてレセプトデータを分析す
る事業として政府が成長戦略に盛り込んだ「データ
ヘルス計画」に言及し「一番手っ取り早いのは、そ
ちら（データヘルス計画）とどうコミットするかで
はないか」と述べた。
●有床診「急性期情報も必要」
　有床診療所が報告する具体的な内容についても議
論した。高智構成員は「介護保険との連携の有無な
どについては、山間へき地の住民・患者の視点から
すると大事ではないか」と述べた。三上裕司構成員

（日本医師会常任理事）も賛同し、住民に役立つと思
われる情報として「医療関係だけでなく、レスパイ
トケアやショートステイ、介護療養病床を持ってい
るか」を挙げた。
　松田構成員は「近年の動向としてかなり急性期を
やる有床診が増えている」との認識を示し、「諸外国
でも短期入院で内視鏡手術や、白内障手術などがや
られているので、急性期の報告も求めた方がよいの
では」と提案した。
　厚労省は、報告制度で医療機関が報告する具体的
な項目について、全医療機能共通の報告事項と、医
療機能ごとに個別報告事項を設定する案を示してい
る。有床診については▽有床診療所一般病床初期加
算▽在宅患者訪問診療料（在宅ターミナルケア加算）
▽在宅看取り件数・院内看取り件数▽往診患者数―
の４項目を提案している。産科を有する有床診には
分娩件数を加える案を示している。

（7/12MEDIFAXより）

特定行為
特定行為、研修機関を３領域別に指定／看護
業務ＷＧで厚労省案
　厚生労働省は７月４日の「チーム医療推進のため
の看護業務検討ワーキンググループ」（座長＝有賀
徹・昭和大病院長）に、看護師が特定行為を行うた
めの指定研修について、３つの領域（急性期的領域、
亜急性期的領域、慢性期的領域）別に研修機関を指
定する考え方を提示した。

　具体的には▽領域Ⅰ＝ＩＣＵ・ＨＣＵなどに入室
中の重篤な状態で医療必要度の極めて高い、循環・
呼吸動態不安定な患者に対して必要とされる８行為
群（29行為）▽領域Ⅱ＝急性期治療を終了した患者
や慢性疾患の急性増悪などで一時的に医療必要度が
高まった患者に対して必要とされる７行為群（18行
為）▽領域Ⅲ＝長期療養中や在宅療養中で、気管カ
ニューレや留置カテーテルなどの器具装着中の患者
や創傷管理、栄養管理、薬剤管理などを行っている
患者に必要とされる６行為群（17行為）―の３つに
分類。１つの研修機関が、複数の領域の指定研修機
関になることも可能としている。
　行為群とは、内容が類似した特定行為をまとめた
もので、例えば領域Ⅰに該当する「脈管（静脈系）」
という行為群は、「中心静脈カテーテルの抜去」「Ｐ
ＩＣＣ（末梢静脈挿入式静脈カテーテル）挿入」の
２行為で構成する。１つの行為群が領域間で重複し
ているケースもある。
●病床機能分化と整合性を
　神野正博委員（社会医療法人財団董仙会理事長）
は「領域については、Ⅰが急性期、Ⅱが亜急性期、
Ⅲが慢性期で分類しているのだろうが、医政局、保
険局でそれぞれ入院・病床機能分化の在り方につい
て議論が進められている。病床区分については、最
終的に決まった形に合わせてもらいたい」と指摘。

「領域Ⅱの部分は、急性期が終わった患者に対する特
定行為と、慢性期患者が急性増悪した場合の特定行
為があやふやではないか。他の検討会での検討結果
とリンクして進めた方がよいのではないか」と提案
した。
　星北斗委員（星総合病院理事長）は、指定研修機
関や受講者が参加しやすい研修制度にしていくこと
が必要と訴えた。小松浩子委員（慶應大看護医療学
部教授）は「領域Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの考え方は理解でき
る」としたが、一定の自由度がないと普及できない
との懸念を示した。竹股喜代子委員（亀田総合病院
看護部長）は厚労省案が分かりにくいとし、行為群
をもっと分かりやすくまとめてほしいとした。厚労
省は、意見を踏まえ引き続き議論を進める。
　一方、これまでの議論で要検討行為としてきた27
行為については、厚労省提案通り13行為を特定行為
に認めることにした。会合では、大動脈バルーンパ
ンピングチューブの抜去について認めるべきかどう
か議論したが、星委員らから懸念する意見が出たた
め見送った。（7/5MEDIFAXより）
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医療計画
医療計画ＰＤＣＡ支援ツール、14年春配布へ
／厚労省研究会
　厚生労働省は７月５日、「ＰＤＣＡサイクルを通じ
た医療計画の実効性の向上のための研究会」（座長＝
尾形裕也・東京大特任教授）の初会合を開き、医療
計画の評価を通じた継続的な改善（ＰＤＣＡサイク
ル）を支援するツールの開発に向けた検討を始めた。
2014年度早々にも「医療計画作成支援データブック」
として都道府県に配布し、13年度からの５年間の医
療計画について、１年目の状況を踏まえたＰＤＣＡ
サイクルを促す。14年春にも配布する支援ツールの
形態は、冊子のほか電子ブックなどを想定する。
　研究会の構成員は尾形座長のほか、奈良県立医科
大の今村知明教授、国際医療福祉大大学院の高橋泰
教授、産業医科大の松田晋哉教授の３人。
　作成支援データブックは、都道府県が医療計画を
策定するに当たって必要と考えられる統計情報を国
が２次医療圏単位で集計・加工して提供することで、
都道府県の作業負担を軽減し、現状分析に基づく実
効性のある医療計画の策定と進捗状況の評価に結び
付けるのが狙い。データブックに収載する内容とし
て厚労省は、医療計画の基礎情報（人口、受療動向、
医療機関の状況など）に関する▽都道府県、２次医
療、市町村ごとの集計▽前回値との比較▽地理情報
と突合した分析─などを示した。
　ＰＤＣＡサイクルの支援としては▽都道府県が将
来の医療需要を見据えて医療計画を見直しできる将
来推計データ▽個々の医療機関の医療機能を分析す
るためのデータ─も提供する。都道府県が独自にレ
セプトデータなどを分析できるような評価支援ソフ
トも開発する構想で、研究会では評価のための指標
などを検討する。
●評価指標「可能な限り標準化」／梶尾課長
　厚労省医政局指導課の梶尾雅宏課長は会合冒頭に
挨拶し、社会保障制度改革国民会議でナショナル
データベースなどが有効活用されていないとの指摘
があったと紹介し、「各種データベースから必要な
情報を可視化して医療施策に使っていく」と説明し
た。医療計画に関する評価指標を可能な限り標準化
し、都道府県が医療施策のＰＤＣＡサイクルを推進
できるよう支援する考えも示した。

（7/8MEDIFAXより）

医療計画の可視化分析ツール活用で議論／厚
労省・研究会
　厚生労働省医政局は７月31日、「ＰＤＣＡサイクル
を通じた医療計画の実効性の向上のための研究会」

（座長＝尾形裕也・東京大特任教授）を開き、各都道
府県が医療計画を見直す際に活用するツールについ
て意見を交わした。
　松田晋哉構成員（産業医科大教授）は、どのよう
な患者がどの地域の医療機関を受診したかや、２次
医療圏内で医療が自己完結しているかどうかがわか
る「医療計画可視化分析ツール」を紹介した。この
ツールは、レセプトデータなどを集計してグラフ化
したもので、患者の年齢や疾病、処置、入院・外来
の区分などを表示できる。例えば、がん化学療法を
入院と外来のどちらで行っているかなどを地域ごと
に分析することで、医療計画を検証するための資料
になる。地域ごとに医療機関まで自動車で行く際の
運転時間を地図表記すれば、脳梗塞を発症した患者
にｔ－ＰＡ治療を行えるかなど、医療計画を詳細に
検討する際の材料にもなる。また、国勢調査のデー
タを活用して医療圏ごとの今後数十年間の人口推移
や傷病別患者数の推計などと照らし合わせれば、必
要なベッド数を見通す際の参考になる。
　ただ、医療計画を担当する各都道府県職員には
データの取り扱いに不慣れな人もいることも事実。
会合では、こうしたツールをどうすれば有効活用し
てもらえるかが議論になった。「レセプトデータを都
道府県の医療計画担当者に分かりやすく解説し、教
育する必要がある」との意見も出されたが、松田構
成員は「２年ごとに担当者が代わる実情では医療計
画のプロが育ちにくい。むしろ各都道府県の大学社
会学部系の研究室や都市計画の担当者、地域の医師
会などを巻き込んで活用してもらうべき」と述べた。
　高橋泰構成員（国際医療福祉大大学院教授）は、
２次医療圏ごとのデータを読み込み、自動的に文章
化する「コメント作成システム」を導入する必要が
あると主張。松田構成員はこれを受けて「データの
分析結果を提示するとともに、医療計画を策定する
上で、各地の医療提供者自身が参画するプロセスを
組み込まなければ理解を得られないだろう」と指摘
し、「医師会や病院会と連携すべき」と意見を述べ
た。
●医療計画策定の運営体制、調査結果を公表
　医政局指導課は、各都道府県が医療計画を策定し
た際の運営体制を調べ、速報値として公表した。医
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療審議会を開催した回数は「３回」が最も多く、圏
域連携会議は29府県が開いていた。圏域内の病院
の圏域連携会議への参加状況は中央値が17.1％だっ
た。医療審議会の作業部会は43都道府県が設置して
いた。医療計画全般に関わっていた作業部会は32、
５疾病の作業部会が15、５事業の作業部会が11だっ
た。また、作業部会の約９割に医療従事者が含まれ
ていた。（8/1MEDIFAXより）

２次医療圏、設定見直しは２県／13年度開始
の医療計画で
　厚生労働省は７月５日、2013年度スタートの医療
計画を策定する際に見直すべきとされていた▽２次
医療圏の設定▽疾病・事業ごとのＰＤＣＡサイクル
の推進▽医療従事者の確保に関する事項―の３項目
について、全都道府県の対応状況をまとめた資料を
公表した。２次医療圏の設定については、人口20万人
未満で患者の流入率が20％未満、流出率は20％以上
の場合は見直すよう求めていたが、見直し対象の２
次医療圏があった31道府県のうち新医療計画で設定
範囲を変更したのは宮城と徳島の２県だけだった。
群馬は３項目とも対応状況の記載がなかった。「ＰＤ
ＣＡサイクルを通じた医療計画の実効性の向上のた
めの研究会」で示した。
　見直し対象の２次医療圏がありながら見直さな
かった道府県の理由としては▽地域特性を考慮し受
療に関する利便性を重視した▽既存の医療圏を前提
に、医療機関や交通インフラの整備など都市計画が
進んでいる─などが理由に挙がった。
●毎年評価は25道府県
　ＰＤＣＡサイクルの評価については、医療計画を
毎年評価するとしたのは▽北海道▽山形▽福島▽栃
木▽埼玉▽石川▽山梨▽長野▽三重▽京都▽兵庫▽
和歌山▽鳥取▽岡山▽広島▽山口▽徳島▽高知▽福
岡▽佐賀▽長崎▽熊本▽大分▽宮崎▽沖縄―の25道
府県。
　医療従事者の確保では、地域医療支援センターな
どの拠点の有無について、12年度時点で同事業に対
する厚労省予算が配分されていない▽大阪▽奈良▽
和歌山▽岡山▽山口▽香川▽愛媛▽長崎▽鹿児島―
の９府県を含む29道府県が「ある」と回答した。厚
労省は13年度予算で地域医療支援センター30カ所分
の事業費を確保している。（7/9MEDIFAXより）

概算要求
医療の勤務環境改善へ、全国に「支援セン
ター」／厚労省概算要求
　厚生労働省は、各医療機関による主体的な勤務環
境改善を推進するため、全都道府県に「医療勤務環
境改善支援センター（仮称）」を設置するための経費
を2014年度予算概算要求に盛り込む方向で具体的な
検討に入った。支援センターの専従スタッフなどが
医療機関の相談に応じ、労働環境の改善に取り組む
医療機関のニーズに応じてオーダーメードで支援し
ていく構想。医療スタッフの働きやすい環境づくり
と医業経営の両立を図る医療機関をバックアップす
る拠点としたい考えだ。支援センターの設置主体は
都道府県とし、医療関係団体などに委託することも
想定している。
　厚労省は医療分野の雇用の質向上に向けて▽院長
など医療機関のトップが参加し、自主的に勤務環境
改善を促進するマネジメントシステムを普及させる
▽マネジメントシステムに基づいて勤務環境改善の
ための計画を策定し改善に取り組む医療機関を支援
する体制づくり―を柱とする方針を打ち出してい
る。マネジメントシステムは、経営トップが参加す
る委員会が勤務環境改善計画に基づき「ＰＤＣＡサ
イクル」を回すイメージで、厚労省は13年度の研究
事業でガイドライン（ＧＬ）の策定に向けた検討を
進めている。
　14年度予算の概算要求では、厚労省の医政局と労
働基準局が連携して予算要求し、都道府県が支援セ
ンターを立ち上げる際に最低限必要な人員整備を金
銭面からバックアップする。医政局は「医業分野ア
ドバイザー事業（仮称）」として、診療報酬制度や医
療に関する法律面、医療経営、組織マネジメントな
どの専門家を各医療機関に派遣する体制を整えるた
めの経費を確保する。労基局は「労務管理支援事業

（仮称）」として、支援センターに医療労働相談員を
配置するための経費を確保し、社会保険労務士会や
医業経営コンサルタント協会などと支援センターと
の連携を後押しする。
●医療法への規定も検討
　厚労省は、医療勤務環境改善支援センターを医療
法上に位置付けることも検討中だ。支援センターの
要件や必要な人員体制などを厳しく一律に規定する
のではなく、地域の実情を勘案して都道府県が工夫
できる仕組みとなるよう、支援センターの機能を医
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療法に規定する方向で検討している。今秋の臨時国
会に提出予定の「医療法等の一部を改正する法律案

（仮称）」に盛り込むことを目指し、社会保障審議会・
医療部会で具体的に議論する。

（8/2MEDIFAXより）

社会保障費、自然増9900億円を容認／概算
要求基準を閣議了解
　政府は８月８日、中期財政計画と2014年度予算概
算要求基準（シーリング）を閣議了解した。閣議の
前に経済財政諮問会議が開かれ、中期財政計画と概
算要求基準を安倍晋三首相に答申した。14年度概算
要求基準では予算総額に上限を設けるのではなく、
税収と歳出の差を重視して財政収支を改善する。医
療・介護・年金などの社会保障費は9900億円の自然
増を認めた。ただし、社会保障費の合理化・効率化
に最大限取り組み、14年度予算に反映させるという
条件も付いた。
　各省庁の裁量的経費は、前年度予算から10％以上
削減して予算要求する（要望基礎額）。浮いた財源
で「新しい日本のための優先課題推進枠」という要
望枠を設け、各省庁が要望基礎額の30％以内で要望
できる。要望枠は3.6兆円となる見通しだが「基礎的
財政収支（プライマリーバランス＝ＰＢ）の改善目
標を達成できる範囲内で措置する」という条件が付
いた。逆に諸経費を圧縮できた場合は要望枠に上乗
せできる。
　各省庁には概算要求を行う段階で、施策・制度の
抜本的な見直しや、各経費の優先順位付けが求めら
れる。その際、民間需要やイノベーション誘発効果
が高いもの、緊急性が高いもの、規制改革と一体で
講じられるものを重視する。また、既存のあらゆる
予算措置を従来の予算計上方法にとらわれず、ゼロ
ベースで見直すことになる。概算要求の提出期限は
８月31日。
●社会保障費、歳出・歳入両面で財源確保／中期財
政計画

　中期財政計画では、15年度に国・地方のＰＢ赤字
対ＧＤＰ比半減という目標達成に向けて、14年度と
15年度にそれぞれ前年度比で４兆円程度、ＰＢを改
善する目標を掲げた。国債の新規発行額も抑え、14
－15年度にかけて前年度を上回らないように最大限
努力する。
　20年度までにＰＢの黒字化を達成し、その後は債
務残高対ＧＤＰ比の安定的な引き下げを目指す。そ

の際、社会保障費については、制度改革を含めた歳
出・歳入両面の取り組みで財源確保を検討する。今
後の予算編成では、歳出増や歳入減の影響が出る施
策を行う場合、それに見合った財源を確保すること
を原則とする。今秋以降、持続可能な財政と社会保
障の構築に向けた取り組みを諮問会議で検討してい
く。（8/8MEDIFAXより）

ＴＰＰ
ＴＰＰ交渉、各団体が意見提出／政府対策本部
　ＴＰＰ政府対策本部は７月17日、環太平洋連携協
定（ＴＰＰ）交渉をめぐる業界団体からの意見の提
出を締め切った。同日までに日本医師会や四病院団
体協議会などが提出を済ませた。日本看護協会は提
出しなかった。
　四病協は７月17日に提出し、▽公的医療保険制度
は現状のまま維持すべき。混合診療の全面解禁は反
対▽病院経営の営利企業参入は避けるべき▽各国の
事情に適した医療制度は維持すべき▽外国人医療従
事者の人材確保の観点から、外国人医師の臨床修練
制度などを拡大することで医師、看護師ら医療従事
者の相互交流を図るべき―の４項目を申し入れた。
　日医は７月16日に意見を提出した。内容は明らか
にされていないが、これまで日医は国民皆保険を守
るためとして、▽公的な医療給付範囲を将来にわ
たって維持すること▽混合診療を全面解禁しないこ
と▽営利企業（株式会社）を医療機関経営に参入さ
せないこと―の３点を順守するよう主張している。
　同対策本部は各団体から提出された意見を公表す
る意向だが、「提出された意見が膨大であるため、公
表までにはある程度の時間がかかる」としている。
７月のＴＰＰ交渉会合は７月15日にマレーシアで始
まっており、初参加の日本は米議会の承認手続きを
経て、７月23日に合流する見通し。

（7/18MEDIFAXより）

米、新薬の特許期間延長を要求か／甘利担当
相「議論は承知」
　甘利明経済再生（一体改革）担当相は７月26日の閣
議後会見で、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）における
医薬品の特許期間に関する議論について言及した。
米国が新薬の特許期間を延ばすよう日本や諸外国に
要求しているとの報道が出ていることについて記者
団から確認を求められ、「知的財産分野と環境分野
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でいろいろな議論をしていることはよく承知してい
る。事実、議論はされているのだろう」と述べる一
方、「ただ中身について、どの国がどのように言った
か、それにどう答えたかは秘密保持義務がある」と
し、詳細は伏せた。その上で「諸問題について、日
本の立場や国際的な望ましい姿を考えながら、適宜
適切に主張し議論していきたい」と語った。
　社会保障制度改革の今後の流れについても概略を
説明した。８月21日の社会保障制度改革国民会議設
置期限に向かって起草委員会で作業を進めていると
し、「（自公民の）３党協議と起草委員会の取りまと
めを並行しつつ、情報共有してもらうこともあると
思う。報告書がまとまった後は、政府手続きと与党
内手続きを並行していくことになる」と述べた。

（7/29MEDIFAXより）

困難な交渉へ、業界団体との連携重視／
ＴＰＰ政府対策本部
　内閣官房のＴＰＰ政府対策本部は８月５日、業界
団体代表者を対象に環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に
関する説明会を開き、７月23－25日に初参加したマ
レーシア・コタキナバルでの第18ラウンド交渉につ
いて説明した。メディアには非公開。各国の交渉担
当者には守秘義務が課されており、個別分野に立ち
入った話はなかったもよう。対策本部は「重要な論
点はこれから。今後もさまざまなステークホルダー
と上手にコミュニケーションしながら、交渉を進め
ていく」としている。
　渋谷和久内閣審議官がマレーシア交渉での雰囲気
などを丁寧に説明し、その後、質疑応答が行われた。
説明会終了後、会議室から出てきた日本医師会の中
川俊男副会長は「（医療の話は）何もない」と語っ
た。
　終了後に取材に応じた渋谷審議官は「ある程度、
踏み込んだ話をさせていただく最初の機会にした。
次回ブルネイから、より困難でセンシティブな分野
の議論が始まる。ステークホルダーの意見を聞かな
いといけない段階に入ってくる。ブルネイでも現地
まで来る方には、なるべくきちんとした説明の場を
設ける。各国に対して交渉する上で、攻め玉をもっ
と下さいというお願いもした」と述べ、業界団体と
のコミュニケーションを重要視する姿勢を見せた。
　また、ＮＧＯや消費者団体から「広く国民の意見
を聞く場を設けてほしい」との意見が出たとして、
パブリックコメントの募集や説明会とは違う形で、

一般国民とのコミュニケーションを図る方法も模索
しているとした。（8/6MEDIFAXより）

事務連絡
医療・介護の個人情報、厳正な取り扱いを／
厚労省が事務連絡
　厚生労働省は７月11日付で、医療・介護・福祉関
係事業者に患者・利用者の個人情報を厳正に取り扱
うよう求める事務連絡を各都道府県の担当部局に発
出した。一部の医療機関や介護施設がインターネッ
ト上で電子メールを共有できるサービスを利用する
際、不適切な設定により患者らの個人情報が第三者
に閲覧可能になっていたとの報道を受け、あらため
て注意を呼び掛けた。
　事務連絡は、今回指摘されたケースは個人情報保
護法が定める安全管理の義務に反する重大な事案に
なると指摘。従業員間で患者らの個人情報を共有す
る際、厳正に取り扱うよう医療・介護・福祉事業者
に周知徹底することを求めた。

（7/16MEDIFAXより）

終末期医療ガイドラインの周知を／厚労省が
事務連絡
　厚生労働省が2007年５月に策定した「終末期医療
の決定プロセスに関するガイドライン」が十分に普
及していないとして、同省医政局指導課在宅医療推
進室は同ガイドラインを医療・福祉関係機関に周知
させることを求める事務連絡を各都道府県などに７
月１日付で発出した。
　厚労省が13年６月に公表した「人生の最終段階に
おける医療に関する意識調査」の速報によると、医
療関係職種などで同ガイドラインを参考にしていた
とする割合は、医師19.7％、看護師16.7％、施設介護
職員22.7％にとどまった。一方で、参考にしていな
かったのは各職種とも20％前後、また、同ガイドラ
インを知らなかったのは医師33.8％、看護師41.4％、
施設介護職員50.2％にも上った。
　こうした実態を受け、厚労省は同ガイドラインを
十分に普及させるため、あらためてその周知に向け
た指導を求めた。
●合意内容は文書に
　同ガイドラインは、終末期医療の在り方やケアの
方針を決定する際の手続きを示したもので、積極的
安楽死は対象にしていない。医療従事者からの適切
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な情報提供に基づき、患者本人が医療従事者と話し
合いをした上で意思決定することを終末期医療の原
則に位置付けている。また、患者の意思が確認でき
る場合は、医療従事者との話し合いを通じて得られ
た合意内容を文書にまとめることを求めている。

（7/8MEDIFAXより）

高額療養費
認定手続きに郵便活用を／高額療養費で総務省
　総務省は８月６日、入院や手術で医療費がかさん
だ患者の自己負担を抑える高額療養費制度につい
て、郵送による認定証の申請や交付を積極的に活用
するべきだとの意見をまとめた。国民健康保険を担
当する市町村に伝えるよう８月６日付で厚生労働省
に要請した。
　患者らが役場に出向かなくても認定証をもらえる
などの利点がある。手続きを改善するかどうかは各
市町村が判断する。
　高額療養費制度は、患者が医療機関で自己負担分
全額を支払った後、一定限度を超えた分が戻る仕組
み。通常は返還まで３－４カ月かかるが、診療時に認
定証などを提示すれば限度額までの支払いで済む。
　認定手続きは市町村によって異なり、総務省の調
べた16市はすべて郵送による申請・交付を認めてい
たものの、６割超は「本人に身寄りがなく、病気で
窓口にも行けない場合」に限定していた。
　総務省は、住民税を課されない低所得世帯には、
無条件で郵送を認めれば便利になると指摘。「一般
世帯への適用も市町村で判断してほしい」としてい
る。（8/8MEDIFAXより）

日医
「新自由主義の発想から脱却」／国民会議報告
書で日医・横倉会長
　日本医師会の横倉義武会長は８月７日の定例会見
で、政府の社会保障制度改革国民会議が報告書をま
とめたことに対する見解を述べた。混合診療の全面
解禁など市場原理主義的な施策が報告書に盛り込ま
れなかったとして「新自由主義的な発想から脱却し
たことは特筆すべき」と評価するなど、いくつかの
記載を肯定的に捉えた。一方で複数の改革案は引き
続き留意が必要だとして警戒感も示した。
　日医は報告書がまとまった５日にすでに見解を発

表しており、今回は発表内容に詳しい説明を追加す
る形の会見となった。
●日本の医療費「高い水準ではない」、記載を評価
　横倉会長は発表内容を読み上げた後、報告書に混
合診療の全面解禁、保険外併用療養のさらなる拡大、
セルフメディケーションに関する記載が見当たらな
かったことについて「特筆すべき」と分析。また、

「日本の医療費の対ＧＤＰ比はＯＥＣＤ諸国の中で
中位で、世界一の高齢化水準を踏まえれば決して高
い水準ではない」と明記されたことに対し、「このよ
うに評価した政府の認識は初めてではないか」と指
摘した。
　日医として留意すべき部分も言及した。国民の医
療・介護へのニーズと提供体制の関係に関し、これ
まで地域の医療機関、医療従事者の献身的な努力で
提供体制が保たれてきた経緯を挙げて「医療ニーズ
と提供体制の間に大きなミスマッチがあることが認
識されるという記載には違和感がある」と報告書の
表現に注文を付けた。
●ホールディング型、不採算病院の閉鎖懸念
　ホールディングカンパニー型の仕組みなどに触れ
ている医療法人制度・社会福祉法人制度の見直しは

「医療資源・介護資源が一定以上整備されている地域
で、その機能が充実している場合は必要だと思う」
と前置きした上で、利益追求によって傘下の不採算
病院が閉鎖され地域医療が崩壊する可能性も否定で
きない点などを説明し、「病院の合併による巨大化は
懸念があるし、規制緩和は慎重であるべきだ」と訴
えた。
　医療・介護サービス提供体制の改革を推進するた
めの財政支援策については「医療法による基盤整備
とかかりつけ医の評価を含めた診療報酬上の手当て
の双方を車の両輪として行うべき」と主張した。
　医療給付の重点化・効率化としてフリーアクセス
の基本は守りつつ、緩やかなゲートキーパー機能の
導入が盛り込まれていることについて、横倉会長は

「まずはかかりつけ医を受診することが望ましい。多
数の外来を受けることは病院側、特に勤務医の負担
になる」と言及。「私としては（国民に）かかりつけ
医を持ってもらいたいと主張してきており、フリー
アクセスの制限とは受け取っていない」と述べた。
　また、後期高齢者医療制度に対する日医の立場を
記者から問われ、「後期高齢者に限定した診療料が廃
止されたことで、制度自体は定着していると理解し
ている」と応じた。（8/8MEDIFAXより）
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保団連
国民会議の報告書「認められない」／保団連
が談話
　保団連は８月６日、政府の社会保障制度改革国民
会議が取りまとめた報告書は社会保障の給付削減と
国民の負担増、さらにフリーアクセス制限を狙った
ものであり、認められないとする三浦清春政策部長
の談話を発表した。
　談話は、報告書に医師と診療科の偏在是正や医療
法人制度の見直しが盛り込まれたことに言及し、全
国一律に行われた場合、医療提供体制の削減や選別
が強まり、地域医療の崩壊につながると懸念を表明。
また、▽紹介状のない患者が一定病床数以上の病院
を受診する際の定額自己負担の導入▽入院時の食事
の自己負担引き上げ▽70－74歳の患者負担の２割引
き上げ▽ゆるやかなゲートキーパー機能の導入―な
どが記載され、給付の重点化・効率化と一体でフリー
アクセスを制限する方向も示されたとして、報告書
が示した施策は給付削減と負担増の拡大強化そのも
のだと批判した。
　さらに、給付削減・負担増と消費増税は医療・介
護サービスを必要とする人を直撃して「自己責任化」
を強要することになるとし、国民会議の根拠法であ
る社会保障制度改革推進法の廃止を求めた。

（8/7MEDIFAXより）

次期改定で要請、管理栄養士の配置義務撤回
など／保団連
　保団連は８月１日に開催したマスコミ懇談会で、
2014年度診療報酬改定に向けた要請書を厚生労働省
に提出したことを明らかにした。
　医科の要請書は７月25日、同省保険局医療課に提
出した。重点要求として▽入院料算定要件への管理
栄養士の配置義務付けと栄養管理実施加算の入院料
への包括化を撤回し、独立した点数評価にすること
▽入院患者の他医療機関受診の規制を撤回すること
▽初・再診料への包括評価の拡大を行わず、適正に
点数を引き上げること▽リハビリテーションの算定
日数上限を撤廃し、必要なリハビリは制限せずに医
療保険の中で患者に提供できるようにすること―な
どを盛り込んだ。
●被災者の負担金免除復活を
　宮城県保険医協会の杉目博厚理事が、東日本大震
災で被災した宮城県の仮設住宅居住者を対象に実施

したアンケート結果を基に、被災者の医療費一部負
担金免除措置の復活を訴えた。アンケートは仮設住
宅の居住者7000人に調査用紙を配布し、672人の回答
を得た。
　医療費一部負担金免除が終了した４月以降の受診
状況の変化を尋ねたところ、「これまで通り受診し
ている」が56.7％、「受診回数を減らした」が26.7％、

「受診する科を減らした」が6.7％、「受診するのをや
めた」が10.0％となり、半数近くで受診状況が変化
していた。負担金免除の復活を希望する人も93.3％
に上った。杉目理事は、仮設住宅で不自由な生活を
強いられている被災者にとって免除打ち切りは死活
問題になると指摘し、「国の責任で免除の復活が求め
られる」と主張した。（8/2MEDIFAXより）

外保連
技術料と材料費の分離評価、要望を継続／外
保連・山口会長
　外科系学会社会保険委員会連合（外保連）は７月
９日の記者懇談会で、2014年度診療報酬改定に向け
加盟学会から提出された376項目（新設190項目、改
正143項目、材料新設32項目、材料改正11項目）にわ
たる要望項目を６月末に厚生労働省に提出したこと
を明らかにした。外保連は、次期改定に対する重点
要望項目として▽複数手術の評価▽技術料と材料費
の分離評価―の２点を挙げた。
　山口俊晴会長（がん研有明病院副院長）は「外保
連手術試案」に基づき引き続き手術料の評価を求め
るとともに、「麻酔試案についても手術試案と同様に

（データに基づき）外保連ルールで策定したもの。麻
酔料評価時の参考データとして厚労省に認めてもら
いたい」と述べた。
　山口会長は「手術料に占める保険請求できない材
料費の割合は、10年度改定と12年度改定で比較して
も減少傾向で推移している」と一定の評価はしたが、

「手術料に占める保険請求できない材料費の割合が
100％超えの手術数が全体の9.2％存在する」とも指
摘し、今後も引き続き厚労省に要望していく考えを
示した。
　外保連は、これまでも「技術料と材料費を分離評
価すべき」と主張してきた。具体的には▽腹腔鏡下
虫垂切除術は、非償還材料合計額23万円に対し手術
料が11万4700円と逆転している▽腹腔鏡下胆嚢摘出
術は、非償還材料合計額13万7288円に対し手術料が
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21万5000円で非償還材料費が６割を占める─などの
実績となっている。山口会長は「厚労省を納得させ
ることは簡単ではないが、今後も要望していく」と
述べた。
●複数手術は通則の見直しが必要
　もう一つの重点要望項目である複数手術の評価に
ついて外保連は、「通則」を変えることで複数手術
が適切に評価されるよう求めていく計画だ。「主た
る手術」は100％の報酬だが、「従たる手術」は１つ
に限り50％報酬となっている。外保連は、主たる手
術は100％の報酬、従たる手術は１つに限らず従た
る手術に要する手術料が算定できるようにすべきと
し、複数手術の通則を変更することを求めるとして
いる。今後、外保連は厚労省とのヒアリングの中で
強く要望していくとした。（7/10MEDIFAXより）

健保連
フリーアクセス部分制限など提言／提供体制
改革で健保連
　健保連は７月４日、「医療提供体制に関する健保
連の見解」を公表した。医療提供体制改革として地
域医療への入り口機能を担う「総合診療医」を養成
することや、一定規模以上の病院については紹介に
よる受診を原則とし医療へのフリーアクセスを部分
的に制限することなどを提言。医療の成果・過程に
関する情報提供の仕組みの必要性を指摘しているほ
か、一部の医療機関で用いられている「患者満足度」
の公表を義務化すべきと求めている。介護療養病床
については、廃止期限とされている2018年３月末ま
でに介護老人保健施設などへ確実に転換させるべき
とした。中医協で診療報酬による改革誘導策を検討
することも求めた。
　健保連が提言する改革事項は主に▽医療機能の分
化と連携▽在宅医療の充実▽総合診療医の養成―の
３項目。医療機能分化と連携については、患者の状
態に見合った病床で良質かつ適切な医療が効率的に
提供されるよう「それぞれの機能に応じた必要病床
数をバランスよく整備する必要がある」とした。
　総合診療医については「医療の機能分化、医療の
質の向上という観点からも、地域医療の入り口とし
ての総合診療医の養成は極めて重要」とし、全人的・
診療科目横断的医療や家族を含めた継続的な医療を
提供する役割のほか、「必要に応じた他の医療機関
等への紹介・調整機能を担うなど、地域医療の要、

ゲートキーパーとしての役割が期待される」とした。
●医療計画に強制力を
　医療計画については、13年度から５年間の最新版
でも２次医療圏の設定が不適切な地域があると問題
視。機能分化推進のため導入する報告制度と地域ビ
ジョン策定を前提に、実態として実効性が乏しい場
合は基準病床数制度を見直して「機能別基準病床数」
を設定するなど、医療計画を強制力ある仕組みとす
ることも求めている。中期的には地域医療ビジョン
の実効性を検証した上で、病床機能を明確にする区
分を設け、医療法への位置付けを検討すべきとした。
●診療報酬で誘導を
　中医協での検討課題としては、機能分化の推進に
向けた入院基本料の算定要件見直しや患者を総合的
に診る医師の評価の在り方など、診療報酬による誘
導策を挙げた。（7/5MEDIFAXより）

患者団体
混合診療「なし崩し的解禁に反対」／患者団体
　74の患者団体で構成する「日本難病・疾病団体協
議会」（伊藤たてお代表理事）は７月18日、「混合診
療のなし崩し的な解禁に反対する」との見解を発表
した。見解では、政府が６月に閣議決定した規制改
革実施計画で先進医療の拡大が盛り込まれたことに
触れ、保険外併用療養費制度の安易な拡大は、混合
診療のなし崩し的な解禁につながるものだと強い懸
念を示した。
　多くの国費を投じた研究成果でもある高度で先進
的な医療が、一部の経済的余裕のある患者だけが受
けられる医療となるのは、公平性を欠く施策だと指
摘。自由診療を安易に認めると、十分な安全性やエ
ビデンスが確立していない段階で治療が行われる道
を公的に認めることになり、患者の生命や健康に危
険をもたらしかねないと懸念を示した。
　高度な先進医療については、効果と安全性を確認
した上で速やかに医療保険の適用とすることで、患
者が等しく必要な治療を受けられるようにすべきと
した。（7/19MEDIFAXより）
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「必要な受診ができない」14.2％／生活と支
え合い調査
　国立社会保障・人口問題研究所が７月24日に発表
した「生活と支え合いに関する調査」の結果から、
2012年７月１日以前の過去１年間に医療機関の受診
を必要としながら実際に受診できなかった人の割合
は14.2％に達していることが分かった。受診できな
かった理由は「病院・診療所に行く時間がなかっ
た」が最も多く、20－64歳では67.1％、65歳以上で
は33.2％を占めた。
　調査は「全世代対応型」の社会保障制度に向けた
基礎的資料を得るため、医療機関の利用状況のほか、
各世帯の家計などの状況、家族や地域とのつながり
や支え合いの実態などを把握することが目的。厚生
労働省が行った12年国民生活基礎調査の対象地区
1102地区（福島県を除く）の中から無作為に300地区
を抽出し、そこに居住する世帯主と20歳以上の個人
について12年７月１日現在の状況を調べた。調査対
象の世帯に１万6096票の調査票を配布し、１万1450
票を回収した。有効回収率は68.3％だった。20歳以
上の個人に配布した調査票は２万6260票で、有効回
収票は２万1173票。有効回収率は80.6％だった。
　個人を対象とした調査で、過去１年間に医療機関
への必要な受診ができなかった人は、男性が13.8％、
女性は14.6％だった。年齢階級別に見ると、20－59
歳で未受診経験の割合が高く、60－64歳から低下し、
65歳以上では10％を下回った。
　医療機関を受診できなかった理由として「病院・
診療所に行く時間がなかった」に次いで多いのは、
20－64歳では「公的医療保険に加入していたが、医
療費を支払うことができなかった」が15.3％。65歳
以上の高齢者では「病院・診療所まで距離が遠く、
通院が困難」が19.0％、さらに、「身体上の理由で、
病院や診療所に行くことが困難」が16.4％と続いた。

「公的医療保険に未加入で、医療費の支払いもできな
かった」と回答した人も、20－64歳と65歳以上の双
方で３％弱存在する。
　過去１年間に健康診断を受診しなかった人は
27.8％だった。男女別の内訳は、男性23.6％、女性
31.7％だった。特に30－34歳の女性において41.9％と

非常に高くなっている。未受診の理由については、
「必要があると思わない」が65歳以上で48.1％、20－
64歳で43.4％と最も多かった。

（7/25MEDIFAXより）

年間利用者数、過去最高の543万人／12年
度介護給付費実態調査
　厚生労働省が７月31日に公表した「2012年度介護
給付費実態調査」の結果によると、12年度に介護予
防サービスまたは、介護サービスを利用した人（年
間実受給者数）は前年度から25万6800人増の543万
600人で過去最高となった。13年４月審査分の利用者
１人当たり費用額は15万7600円で、前年度から600円
増加した。12年４月に介護報酬改定が行われ、その
後１年間の実態調査となったが、厚労省大臣官房統
計情報部は「改定の影響が出ているか、一概にはわ
からない」とコメントしている。
　同調査は、12年５月審査分から13年４月審査分ま
でが対象。年間実受給者数の内訳を見ると、介護予
防サービスが前年度から６万9000人増の134万2000
人、介護サービスが18万4200人増の438万5200人と
なっている。
　13年４月審査分における介護サービスの利用者１
人当たり費用額を都道府県別に見ると、高い順に沖
縄21万1400円、石川20万5100円、高知20万4600円と
続き、例年通りの都道府県名が並んだ。一方、最も
低いのは福島の18万100円で、次いで岩手18万800円、
千葉18万2700円と続いた。
　サービス別利用者数を見ると、介護療養型医療施
設の利用者数は11万9400人で前年度から7400人減少
した。介護療養型医療施設の利用者数は04年をピー
クに減少を続けている。12年度介護報酬改定で新設
された定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用者
は2800人、小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組
み合わせた複合型サービスは800人だった。
●要介護区分、要支援１から要介護４の７割で変化なし
　12年４月から13年３月まで１年間継続してサービ
スを利用した人の要介護状態の変化を見ると、要支
援１から要介護４で同じ状態を維持した人は全体の
約70％という結果を得た。要介護５で同じ状態を維
持していた人は90.0％だった。
　12年４月の要介護度を基準に重度化した人の割
合を見ると、要支援１は31.6％、要支援２は21.2％、
要介護１は26.7％、要介護２は20.8％、要介護３は
20.3％、要介護４は15.3％となっている。
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現在の医療制度、満足が63％／医療政策機構
が世論調査
　日本医療政策機構がこのほど発表した「2013年日
本の医療に関する世論調査」によると、現在の医療制
度に対して「満足」（「大いに満足」と「やや満足」）
との回答が63％だった。個別項目を見ると、診断技
術や医療の安全性については「満足」が過半数を超
えたものの、制度決定プロセスに対しては「不満」
が70％以上を占めた。
　調査は12年12月から13年１月に、無作為に抽出し
た20歳以上の男女1650人を対象に実施。1013人から
回答を得た。
　医療制度に関して満足の割合が最も高かったのは

「診断・治療等の技術の質」で71％。「医療の安全性」
も68％と高かった。一方で不満の割合が高かったの
は「制度決定への市民参加の度合い」の78％や「医
療制度のわかりやすさ」の76％、「制度決定プロセス
の公平さ」の73％だった。
　患者負担を増やすことについて賛否を尋ねたとこ
ろ、「賛成」「どちらかといえば賛成」の割合が最も
高かったのは「高額所得者の医療費」で70％。「本
人の努力で予防可能な生活習慣病の医療費」の61％
や「ジェネリック薬でない高価なブランド薬を選ぶ
場合の差額」「救急性の低い症状で夜間救急を利用し
た場合の費用」の57％が続いた。一方、「医療財政に
負担がかかる高額な先端医療の費用」に対する自己
負担増は「反対」「どちらかといえば反対」を合わせ
て72％を占めた。
●看取り、現実的には病院
　看取りについては、自宅での看取りを希望する回
答（「当てはまる」と「やや当てはまる」）が60％に
上った。一方、住んでいる場所で死を迎えることは
病院で亡くなるより手間がかかると考えている人は
81％、現実的に病院で死を迎える可能性が高いと回
答した人が77％いた。（7/17MEDIFAXより）

世帯平均所得548万円、09年水準に回復／
12年国民生活基礎調査
　厚生労働省が７月４日に発表した「2012年国民生
活基礎調査」によると、１世帯当たりの平均所得金
額（11年１年間の所得）は548万2000円で、前年比
1.9％増となった。高齢者世帯では303万6000円（同
1.2％減）、児童のいる世帯が697万円（同5.9％増）と

なり、全世帯平均と児童のいる世帯の平均で09年水
準に回復した。厚労省は、１世帯当たりの稼働所得
が上がったことが要因と見ている。
　また、生活状況が「苦しい」と感じている割合

（「大変苦しい」と「やや苦しい」の合計）は全世帯
で60.4％となり、11年の61.5％から微減した。生活状
況が「苦しい」と回答したのは児童のいる世帯では
65.3％だったのに対し、高齢者世帯では54.0％だっ
た。この意識調査は、12年７月時点。
　65歳以上だけか、もしくはこれに18歳未満の未婚
者が加わった世帯を指す「高齢者世帯数」は、1024
万1000世帯で全世帯の21.3％を占めており、11年の
20.5％から増加した。高齢者世帯を世帯別に見ると

「夫婦のみの世帯」が49.0％で最も高く、「女の単独
世帯」34.2％、「男の単独世帯」13.4％と続く。
　一方、「65歳以上で子と同居している」世帯は1280
万8000人（65歳以上の42.3％）に上った。
　世帯構造別に見ると、多い順に「夫婦と未婚の子
のみの世帯」は1466万8000世帯（全世帯の30.5％）、

「単独世帯」が1216万世帯（同25.2％）、「夫婦のみの
世帯」1097万7000世帯（同22.8％）となっている。ま
た、「三世代世帯」は364万8000世帯（同7.6％）、「母
子世帯」は70万3000世帯（同1.5％）だった。
　国民生活基礎調査は３年ごとに大規模調査を実施
し、12年は簡易調査の実施年。11年に東日本大震災
の影響で調査ができなかった宮城県・岩手県があら
ためて加わったが、福島県は調査を実施しておらず、
集計対象から除いている。（7/5MEDIFAXより）

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より
転載・一部改変を許諾されたものです。 
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社会保障制度改革国民会議報告書
■ 2013年８月６日　社会保障制度改革国民会議 ■

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokuminkaigi/pdf/houkokusyo.pdf
（概要）http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kokuminkaigi/pdf/houkokusyo_gaiyou.pdf

　政府の社会保障制度改革国民会議は８月５日に報告書をまとめ、６日に安倍首相に提出した。報告書は、総論「社会保障
制度改革の全体像」と、各論「社会保障４分野の改革」の２部構成。総論では、社会保障の機能充実と給付の重点化・効率
化を訴え、国民負担の増大は不可欠とした。52ページからは概要版を掲載した。

資料1
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る

世
代

の
負

担
が

過
大

に
な

ら
な

い
よ

う
に

す
る

こ
と

が
必

要
。

 
 （

３
）

社
会

保
険

方
式

の
意

義
、

税
と

社
会

保
険

料
の

役
割

分
担

 

○
 
日

本
の

社
会

保
障

は
、
社

会
保

険
方

式
が

基
本

。
そ

の
上

で
、
負

担
能

力
に

応
じ

た

保
険

料
や

免
除

制
度

な
ど

に
よ

り
、
無

職
者

等
を

含
め

た
す

べ
て

の
者

が
加

入
で

き
る

よ
う

に
工

夫
し

た
仕

組
み

。
し

か
し

、
非

正
規

労
働

者
な

ど
の

増
加

に
よ

り
、
保

険
料

が
未

納
の

者
が

増
し

、
社

会
保

険
の

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

機
能
（

防
貧

機
能

）
が
低
下

。

被
用

者
保

険
の

適
用

拡
大

等
や

安
定

し
た

雇
用

が
課

題
。

 

○
 
日

本
の

社
会

保
険

に
は

多
く

の
公

費
が

投
入

さ
れ

て
い

る
が

、
公

費
の

投
入

は
低

所

得
者

の
負

担
軽

減
等

に
充

て
る

べ
き

。
一

方
、
保

険
者

の
制

度
間

の
負

担
の

調
整

は
基

本
的

に
は

保
険

者
間

で
行

う
べ

き
で

あ
り

、
原

則
と

し
て

は
公

費
投

入
に

頼
る

べ
き

で

な
く

、
公

費
投

入
は

保
険

者
間

で
調

整
で

き
な

い
や

む
を

得
な

い
事

情
が

あ
る

場
合

と

す
べ

き
。

 

  

2 
 （

４
）

給
付

と
負

担
の

両
面

に
わ

た
る

世
代

間
の

公
平

 

○
 

子
育

て
中

の
若

い
人

々
な

ど
が

納
得

し
て

制
度

に
積

極
的

に
参

加
で

き
る

よ
う

に
、

す
べ

て
の

世
代

に
安

心
感

と
納

得
感

の
得

ら
れ

る
全

世
代

型
の

社
会

保
障

に
転

換
す

る
こ

と
を

目
指

す
。

 

○
 
将

来
世

代
へ

の
負

担
の

先
送

り
を

速
や

か
に

解
消

し
て

、
将

来
の

世
代

の
負

担
が

で

き
る

だ
け

少
な

く
な

る
よ

う
に

す
る

こ
と

が
必

要
。

 

○
 
一

方
、
い

わ
ゆ

る
「

世
代

間
の

損
得

論
」
に

つ
い

て
は

、
払

っ
た

保
険

料
と

受
給

額

の
み

を
見

る
の

は
不

適
切

。
社

会
保

障
が

充
実

す
る

こ
と

は
、
本

来
負

っ
て

い
る

親
の

扶
養

や
介

護
の

負
担

が
軽

減
さ

れ
る

と
い

う
意

味
で

、
子

ど
も

や
孫

の
世

代
に

も
メ

リ

ッ
ト

が
あ

る
こ

と
に

留
意

が
必

要
。
他

方
、
世

代
間

の
不

公
平

論
が

広
ま

る
土

壌
に

も

目
配

り
が

必
要

。
 

 ３
 

社
会

保
障

制
度

改
革

の
方

向
性

 

（
１

）
「

1
9
7
0
年

代
モ

デ
ル

」
か

ら
「

2
1
世

紀
（

2
0
2
5
年

）
日

本
モ

デ
ル

」
へ

 

○
 

高
度

経
済

成
長

期
に

確
立

し
た

「
1
9
7
0

年
代

モ
デ

ル
」

の
社

会
保

障
か

ら
、

超
高

齢
化

の
進

行
、
家

族
・
地

域
の

変
容

、
非

正
規

労
働

者
の

増
加

な
ど

雇
用

の
環

境
の

変

化
な

ど
に

対
応

し
た

全
世

代
型

の
「

2
1
世
紀

（
2
0
2
5
年

）
日

本
モ

デ
ル

」
の

制
度

へ

改
革

す
る

こ
と

が
喫

緊
の

課
題

。
 

 （
２

）
す

べ
て

の
世

代
を

対
象

と
し

、
す

べ
て

の
世

代
が

相
互

に
支

え
合

う
仕

組
み

 

○
 

「
21

世
紀

日
本

モ
デ

ル
」

の
社

会
保

障
は

、
す

べ
て

の
世

代
を

給
付

や
サ

ー
ビ

ス

の
対

象
と

し
、
す

べ
て

の
世

代
が

年
齢

で
は

な
く

、
負

担
能

力
に

応
じ

て
負

担
し

、
支

え
合

う
仕

組
み

。
 

 

（
３

）
女

性
、

若
者

、
高

齢
者

、
障

害
者

な
ど

す
べ

て
の

人
々

が
働

き
続

け
ら

れ
る

社
会

 

○
 
従

来
の

支
え

ら
れ

る
側

、
支

え
る

側
と

い
う

考
え

方
を

乗
り

越
え

て
、
女

性
、
若
者

、

高
齢

者
、
障

害
者

等
働

く
意

欲
の

あ
る

す
べ

て
の

人
が

働
け

る
社

会
を

目
指

し
、
支

え

る
側

を
増

や
す

こ
と

が
必

要
。

 

 

（
４

）
す

べ
て

の
世

代
の

夢
や

希
望

に
つ

な
が

る
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

の
充

実
 

○
 
少

子
化

問
題

は
社

会
保

障
全

体
に

か
か

わ
る

問
題

。
子

ど
も
・
子

育
て

支
援

は
、
親

子
や

家
族

の
た

め
だ

け
で

な
く

、
社

会
保

障
の

持
続

可
能

性
（

担
い

手
の

確
保

）
や

経

済
成

長
に

も
資

す
る

も
の

で
あ

り
、
す

べ
て

の
世

代
に

夢
や

希
望

を
与

え
る
「

未
来

へ

の
投

資
」

と
し

て
取

り
組

む
べ

き
。
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3 
 （

５
）

低
所

得
者

・
不

安
定

雇
用

の
労

働
者

へ
の

対
応

 

○
 
雇

用
の

不
安

定
化

が
、
格

差
・
貧

困
問

題
の

拡
大

に
つ

な
が

ら
な

い
よ

う
、
非

正
規

雇
用

の
労

働
者

の
雇

用
の

安
定

や
処

遇
の

改
善

、
被

用
者

保
険

の
適

用
拡

大
が

必
要

。

ま
た

、
格

差
・

貧
困

問
題

の
解

決
を

図
る

に
は

、
所

得
再

分
配

の
強

化
を

図
り

つ
つ

、

経
済

政
策

、
雇

用
政

策
、
教

育
政

策
、
地

域
政

策
、
税

制
な

ど
様

々
な

政
策

を
連

携
さ

せ
て

い
く

こ
と

が
必

要
。
ま

た
、
年

金
税

制
等

の
問

題
を

検
討

し
、
低

所
得

者
を

把
握

す
る

仕
組

み
が

必
要

。
 

 

（
６

）
地

域
づ

く
り

と
し

て
の

医
療

・
介

護
・

福
祉

・
子

育
て

 

○
 
住

み
慣

れ
た

地
域

で
人

生
の

最
後

ま
で

自
分

ら
し

く
暮

ら
せ

る
よ

う
、
医

療
機

能
の

分
化
・
連
携

や
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
の

構
築

に
つ

い
て

、
コ

ン
パ

ク
ト

シ
テ

ィ
化

な
ど

ハ
ー

ド
面

の
整

備
や

サ
ー

ビ
ス

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
化

な
ど

ソ
フ

ト
面

の
ま

ち
づ

く
り

と
し

て
実

施
し

、
「

2
1
世
紀

型
の

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
再

生
」

を
図

る
。

 

 

（
７

）
国

と
地

方
が

協
働

し
て

支
え

る
社

会
保

障
制

度
改

革
 

○
 
子

育
て
・
医
療
・
介

護
な

ど
社

会
保

障
の

多
く

が
地

方
公

共
団

体
を

通
じ

て
国

民
に

提
供

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

踏
ま

え
、
制

度
改

革
は

、
地

方
公

共
団

体
に

理
解

が
得

ら
れ

る
も

の
と

し
、

国
と

地
方

が
そ

れ
ぞ

れ
責

任
を

果
た

し
て

い
く

こ
と

が
必

要
。

 

 

（
８

）
成

熟
社

会
の

構
築

へ
の

チ
ャ

レ
ン

ジ
 

○
 
人

口
構

成
の

変
化

や
高

齢
化

等
を

ネ
ガ

テ
ィ

ブ
に

考
え

る
の

で
は

な
く

、
様

々
な

課

題
に

正
面

か
ら

向
き

合
い

、
一

つ
一

つ
解

決
を

図
っ

て
い

く
こ

と
を

通
じ

て
、
世

界
の

先
頭

を
歩

む
高

齢
化

最
先

進
国

と
し

て
、
「

成
熟

社
会

の
構

築
」

へ
チ

ャ
レ

ン
ジ

す
べ

き
。

 

 ４
 

社
会

保
障

制
度

改
革

の
道

筋
 

～
時

間
軸

で
考

え
る

～
 

○
 
上

記
の

よ
う

な
考

え
方

に
沿

っ
た

制
度

の
改

革
に

つ
い

て
は

、
短

期
と

中
長

期
に

分

け
て

実
現

す
べ

き
で

あ
る

。
 

①
 
短

期
：
消

費
増

税
と

い
う

国
民

負
担

を
社

会
保

障
制

度
改

革
の

実
施

と
い

う
形

で

速
や

か
に

国
民

に
還

元
す

る
た

め
、
今

般
の

一
体

改
革

に
よ

る
消

費
税

の
増

収
が

段

階
的

に
生

じ
る

期
間

内
に

集
中

的
に

実
施

す
べ

き
改

革
。

 

②
 
中

長
期
：
い

わ
ゆ

る
団

塊
の

世
代

が
す

べ
て

7
5
歳

以
上

と
な

る
2
0
2
5（
平
成

3
7
）

年
を

念
頭

に
お

い
て

段
階

的
に

実
施

す
べ

き
改

革
。

 

○
 
改

革
に

つ
い

て
は

、
定

期
的

に
改

革
の

方
向

や
そ

の
推

進
状

況
を

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ

し
て

い
く

こ
と

が
必

要
で

あ
り

、
政

府
の

下
で

必
要

な
体

制
を

確
保

す
べ

き
。

 

 
 

  

4 
 第

２
部

 
社

会
保

障
４

分
野

の
改

革
 

 Ⅰ
 

少
子

化
対

策
分

野
の

改
革

 

 １
 

少
子

化
対

策
の

意
義

と
推

進
の

必
要

性
 

〇
 
子

ど
も

た
ち

へ
の

支
援

は
、
社

会
保

障
の

持
続

可
能

性
・
経

済
成

長
を

確
か

な
も

の

と
し

、
日

本
社

会
の

未
来

に
つ

な
が

る
も

の
。

社
会

保
障

制
度

改
革

の
基

本
。

 

〇
 
少

子
化

傾
向

に
歯

止
め

が
か

か
っ

て
い

な
い

背
景

と
し

て
、
子

ど
も

と
子

育
て

を
め

ぐ
る

厳
し

い
実

態
が

あ
る

こ
と

を
直

視
す

べ
き

。
危

機
感

を
も

っ
て

集
中

的
な

施
策

を

講
じ

る
べ

き
。

 

○
 
子

育
て

支
援

が
社

会
保

障
の

1
つ

と
位

置
づ

け
ら

れ
、
子

ど
も
・
子
育

て
支

援
新

制

度
に

よ
り

、
恒

久
財

源
が

確
保

さ
れ

た
こ

と
は

、
歴

史
的

に
大

き
な

一
歩

。
 

〇
 
 
若

い
世

代
の

希
望

を
実

現
す

る
こ

と
が

社
会

の
責

務
。
妊

娠
・
出

産
・
子

育
て

の
切

れ
目

な
い

支
援

、
出

産
・

子
育

て
と

就
労

継
続

の
二

者
択

一
状

況
の

解
決

が
必

要
。

 

○
 
女

性
の

活
躍

は
成

長
戦

略
の

中
核

。
新

制
度

と
ワ

ー
ク
・
ラ

イ
フ
・
バ

ラ
ン

ス
を

車

の
両

輪
と

し
て

進
め

る
こ

と
が

必
要

。
 

〇
 
国
・
都

道
府

県
・
市

町
村
・
企

業
が

一
体

と
な

っ
て

施
策

を
推

進
す

べ
き

。
市

町
村

の
主

体
的
・
積

極
的

な
取

組
が

求
め

ら
れ

る
。
人

材
の

安
定

的
確

保
と

経
済

成
長

の
意

義
を

考
慮

す
れ

ば
、
少

子
化

対
策

の
重

要
性

は
企

業
に

も
大

き
く

、
拠

出
へ

の
協

力
が

必
要

。
 

 

２
 

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
新

制
度

等
に

基
づ

い
た

施
策

の
着

実
な

実
施

と
更

な
る

課
題

 

〇
 
新

制
度

は
、
す

べ
て

の
子

ど
も

た
ち

の
健

や
か

な
成

長
を

保
障

す
る

こ
と

を
主

眼
と

し
、
幼

児
教

育
・
保

育
の

量
的

拡
大

や
質

の
向

上
、
地

域
の

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

の

充
実

な
ど

を
進

め
る

も
の

。
 

○
 
近

年
、
子

ど
も

の
貧

困
、
特

に
母

子
家

庭
や

父
子

家
庭

な
ど

の
ひ

と
り

親
家

庭
の

貧

困
は

看
過

で
き

な
い

。
子

ど
も

の
貧

困
は

、
教

育
や

学
習

等
の

機
会

の
格

差
と

な
り

、

大
人

に
な

っ
て

か
ら

の
貧

困
に

つ
な

が
る

。
障

害
の

あ
る

子
ど

も
や

、
虐

待
の

増
加

も

一
因

と
な

っ
て

、
社

会
的

養
護

の
必

要
な

子
ど

も
も

増
え

て
お

り
、
一

層
の

取
組

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。
 

 （
１

）
子

ど
も

の
発

達
初

期
の

環
境

整
備

と
地

域
の

子
育

て
支

援
の

推
進

 

〇
 
就

学
前

の
発

達
環

境
は

、
子

ど
も

の
生

涯
に

わ
た

る
人

間
形

成
の

基
礎

と
な

る
も

の
。
 

Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ

教
育

委
員

会
は

既
に

1
9
9
8
年

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

発
足

し
、
“

S
t
a
r
t
i
n
g
 

S
t
r
o
n
g
”
を

実
施

し
て

お
り

、
日

本
に

お
い

て
も

、
幼

児
教

育
・
保

育
の

質
・
量

の
充

実
が

必
要

。
発

達
初

期
の

環
境

整
備

へ
の

投
資

は
、
そ

の
後

の
発

達
に

大
き

く
影

響
し

、

子
ど

も
の

貧
困

を
解

決
す

る
等

、
未

来
へ

の
投

資
と

な
る

こ
と

に
留

意
す

る
必

要
。
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○
 
幼

稚
園

、
保

育
所

に
加

え
、
子

育
て

世
代

の
生

活
環

境
の

変
化

や
働

き
方

の
多

様
化

に
十

分
に

対
応

す
る

た
め

、
認

定
こ

ど
も

園
の

普
及

推
進

が
必

要
。
ま

た
、
地

域
の

子

育
て

支
援

施
策

の
一

層
の

推
進

が
不

可
欠

。
 

〇
 
子

育
て

支
援

は
、

地
域

の
実

情
に

合
わ

せ
た

施
策

の
立

案
、

実
行

が
必

要
。

質
を

確

保
し

つ
つ

、
小

規
模

保
育

や
家

庭
的

保
育

の
充

実
な

ど
、
地

域
の

実
態

に
即

し
て

柔
軟

に
対

応
で

き
る

制
度

へ
の

移
行

が
必

要
。

 

 （
２

）
両

立
支

援
の

観
点

か
ら

の
待

機
児

童
対

策
と

放
課

後
児

童
対

策
の

充
実

 

〇
 

新
制

度
の

ス
タ

ー
ト

を
待

た
ず

、
「

待
機

児
童

解
消

加
速

化
プ

ラ
ン

」
を

推
進

。
地

方
公

共
団

体
の

理
解

と
事

業
の

裏
付

け
と

な
る

財
源

確
保

が
必

須
で

あ
り

、
消

費
税

増

収
分

な
ど

を
活

用
す

べ
き

。
 

〇
 
学

童
期

の
放

課
後

対
策

が
ま

だ
手

薄
。
小

学
校

と
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
の

連
携

に
よ

る
教

育
と

福
祉

の
連

続
性

の
担

保
と

と
も

に
、
指

導
員

の
研

修
の

整
備

、
地

域
の

人
々

が
積

極
的

に
か

か
わ

り
、

支
援

し
て

い
く

体
制

の
構

築
な

ど
が

必
要

。
 

 

（
３

）
妊

娠
・

出
産

・
子

育
て

へ
の

連
続

的
支

援
 

〇
 

妊
娠

期
か

ら
子

育
て

期
に

か
け

て
の

支
援

を
有

機
的

に
束

ね
た

上
で

の
対

策
の

強

化
が

必
要

。
市

町
村

を
中

心
と

し
て

、
様

々
な

機
関

の
関

係
者

が
連

携
し

、
妊

娠
期

か

ら
の

総
合

的
相

談
や

支
援

を
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
で

行
え

る
よ

う
、
拠

点
の

設
置
・
活

用
を

含
め

た
対

応
を

検
討

す
る

こ
と

が
必

要
。

 

 

（
４

）
ワ

ー
ク

・
ラ

イ
フ

・
バ

ラ
ン

ス
 

〇
 
企

業
の

子
育

て
支

援
に

向
け

た
行

動
変

容
を

促
す

た
め

に
も

、
企

業
に

お
け

る
仕

事

と
子

育
て

の
両

立
支

援
に

つ
い

て
、

よ
り

一
層

の
取

組
の

推
進

が
必

要
。

 

〇
 
育

児
休

業
の

取
得

促
進

な
ど

様
々

な
取

組
を

通
じ

て
、
男

女
と

も
に

仕
事

と
子

育
て

の
両

立
支

援
を

進
め

て
い

く
こ

と
が

必
要

。
「

次
世

代
育

成
支

援
対

策
推

進
法

」
に

つ

い
て

、
今

後
の

1
0
年

間
を

更
な

る
取

組
期

間
と

し
て

位
置

づ
け

、
そ

の
延

長
・

見
直

し
を

積
極

的
に

検
討

す
べ

き
。

 

○
 
な

お
、
育

児
休

業
取

得
に

関
し

て
は

、
中

小
企

業
・
非

正
規

に
加

え
、
取

得
率

の
低

い
男

性
の

取
得

促
進

に
注

力
す

べ
き

。
ま

た
、
育

児
休

業
を

取
得

し
や

す
く

す
る

た
め

に
、
育

児
休

業
期

間
中

の
経

済
的

支
援

を
強

化
す

る
こ

と
も

含
め

た
検

討
を

進
め

る
べ

き
。

 

○
 
企

業
に

お
け

る
両

立
支

援
の

取
組

と
子

育
て

支
援

の
充

実
は

車
の

両
輪

で
あ

り
、
両

者
の

バ
ラ

ン
ス

と
連

動
を

担
保

す
る

視
点

か
ら

引
き

続
き

検
討

を
進

め
る

べ
き

。
 

 

 
 

  

6 
 ３

 
次

世
代

育
成

支
援

を
核

と
し

た
新

た
な

全
世

代
で

の
支

え
合

い
を

 

（
１

）
取

組
の

着
実

な
推

進
の

た
め

の
財

源
確

保
と

人
材

確
保

 

○
 
子

ど
も
・
子

育
て

支
援

は
未

来
社

会
へ

の
投

資
で

あ
り

、
量

的
な

拡
充

の
み

な
ら

ず

質
の

改
善

が
不

可
欠

。
今

般
の

消
費

税
引

上
げ

に
よ

る
財

源
（

0
.
7
兆

円
）
で

は
足

り

ず
、

附
帯

決
議

さ
れ

た
0
.
3
兆

円
超

の
確

保
を

今
後

図
っ

て
い

く
必

要
。

 

〇
 
子

ど
も
・
子

育
て

支
援

の
理

念
を

理
解

し
、
適

切
な

知
識

と
技

術
を

蓄
え

た
人

材
の

確
保

、
養
成

及
び

就
労

環
境

の
整

備
が

必
要

。
ま

た
、
例

え
ば

、
中

高
年

世
代

が
地

域

の
子

ど
も
・
子

育
て

支
援

に
活

躍
し

、
若

い
世

代
を

支
え

る
機

会
を

増
や

す
こ

と
も

必

要
。

 

 （
２

）
子

育
て

支
援

を
含

む
社

会
保

障
の

す
べ

て
が

支
え

る
未

来
の

社
会

 

〇
 
子

ど
も
・
子

育
て

支
援

新
制

度
に

向
け

た
財

源
確

保
の

重
要

性
は

言
う

ま
で

も
な

く
、

少
子

化
対

策
に

つ
い

て
、
子

ど
も
・
子

育
て

支
援

新
制

度
の

施
行

状
況

を
踏

ま
え

つ
つ

、

幅
広

い
観

点
か

ら
更

に
財

源
確

保
と

取
組

強
化

に
つ

い
て

検
討

す
べ

き
。

 

○
 
子

育
て

を
め

ぐ
る

厳
し

い
実

態
を

踏
ま

え
、
す

べ
て

の
世

代
が

多
様

な
環

境
に

あ
る

す
べ

て
の

子
ど

も
た

ち
や

若
い

世
代

を
支

え
て

い
く

こ
と

が
大

切
。
こ

う
し

た
取

組
や

努
力

を
世

代
間

対
立

の
問

題
に

し
て

は
な

ら
な

い
。

 

○
 
人

生
の

各
段

階
の

リ
ス

ク
を

と
も

に
支

え
合

い
、
子

育
て

は
も

と
よ

り
社

会
保

障
す

べ
て

の
分

野
に

お
い

て
、
若

い
世

代
の

将
来

へ
の

不
安

を
安

心
と

希
望

に
変

え
る

こ
と

が
社

会
保

障
の

役
割
・
本

質
で

あ
る

。
社

会
保

障
は

い
ず

れ
の

世
代

に
と

っ
て

も
負

担

で
は

な
く

、
今

の
困

難
を

分
か

ち
合

い
、

未
来

の
社

会
に

協
力

し
あ

う
た

め
に

あ
る

、

と
い

う
哲

学
を

広
く

共
有

す
る

こ
と

が
大

切
。

 

  Ⅱ
 

医
療

・
介

護
分

野
の

改
革

 

 

１
 

改
革

が
求

め
ら

れ
る

背
景

と
社

会
保

障
制

度
改

革
国

民
会

議
の

使
命

 

（
１

）
改

革
が

求
め

ら
れ

る
背

景
 

○
 
高

齢
化

の
進

展
に

よ
り

、
疾

病
構

造
の

変
化

を
通

じ
、
必

要
と

さ
れ

る
医

療
の

内
容

は
、
「

病
院

完
結

型
」

か
ら

、
地

域
全

体
で

治
し

、
支

え
る

「
地

域
完

結
型

」
に

変
わ

ら
ざ

る
を

得
な

い
。

 

○
 

一
方

、
医

療
シ

ス
テ

ム
に

つ
い

て
は

、
そ

う
し

た
姿

に
変

わ
っ

て
お

ら
ず

、
福

田
・

麻
生

政
権

時
の

社
会

保
障

国
民

会
議

で
示

さ
れ

た
医

療
・
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

体
制

改
革

の
実

現
が

課
題

。
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 （

２
）

医
療

問
題

の
日

本
的

特
徴

 

○
 
日

本
の

医
療

機
関

は
、
西

欧
等

と
異

な
り

、
私

的
所

有
が

中
心

。
政

府
が

強
制

力
を

も
っ

て
改

革
で

き
な

い
。
市

場
の

力
で

も
な

く
、
デ

ー
タ

に
よ

る
制

御
機

構
を

も
っ

て

医
療

ニ
ー

ズ
と

提
供

体
制

の
マ

ッ
チ

ン
グ

を
図

る
シ

ス
テ

ム
の

確
立

を
要

請
す

る
声

が
上

が
っ

て
い

る
点

に
も

留
意

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

○
 

日
本

の
医

療
は

世
界

に
高

く
評

価
さ

れ
る

コ
ス

ト
パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

を
達

成
し

て

き
た

が
、
多

額
の

公
的

債
務

が
あ

る
こ

と
を

踏
ま

え
れ

ば
、
必

要
な

サ
ー

ビ
ス

を
将

来

に
わ

た
っ

て
確

実
に

確
保

し
て

い
く

た
め

に
は

、
医

療
・
介

護
資

源
を

よ
り

患
者

の
ニ

ー
ズ

に
適

合
し

た
効

率
的

な
利

用
を

図
り

、
国

民
の

負
担

を
適

正
な

範
囲

に
抑

え
て

い

く
努

力
が

必
要

。
 

○
 
日

本
の

皆
保

険
制

度
の

良
さ

を
変

え
ず

に
守

り
通

す
た

め
に

は
、
医

療
そ

の
も

の
が

変
わ

ら
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 

（
３

）
改

革
の

方
向

性
 

○
 
提

供
体

制
の

改
革

は
、
提

供
者

と
政

策
当

局
と

の
信

頼
関

係
こ

そ
が

基
礎

に
な

る
べ

き
。
医

療
機

関
の

体
系

を
法

的
に

定
め

直
し

、
相

応
の

努
力

を
す

れ
ば

円
滑

な
運

営
が

で
き

る
見

通
し

を
明

ら
か

に
す

る
必

要
。

 

○
 

医
療

改
革

は
、

提
供

側
と

利
用

者
側

が
一

体
と

な
っ

て
実

現
さ

れ
る

も
の

。
「

必
要

な
と

き
に

必
要

な
医

療
に

ア
ク

セ
ス

で
き

る
」
と

い
う

意
味

で
の

フ
リ

ー
ア

ク
セ

ス
を

守
る

た
め

に
は

、
緩

や
か

な
ゲ

ー
ト

キ
ー

パ
ー

機
能

を
備

え
た
「

か
か

り
つ

け
医

」
の

普
及

は
必

須
。

 

○
 

医
療

を
利

用
す

る
す

べ
て

の
国

民
の

協
力

と
国

民
の

意
識

の
変

化
が

求
め

ら
れ

る
。
 

○
 
急

性
期

医
療

を
中

心
に

人
的
・
物

的
資

源
を

集
中

投
入

し
、
早

期
の

家
庭

復
帰
・
社

会
復

帰
を

実
現

す
る

と
と

も
に

、
受

け
皿

と
な

る
地

域
の

病
床

や
在

宅
医

療
・
介

護
を

充
実

。
川

上
か

ら
川

下
ま

で
の

提
供

者
間

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
化

は
必

要
不

可
欠

。
 

○
 
医

療
・

介
護

の
在

り
方

を
地

域
毎

に
考

え
て

い
く

「
ご

当
地

医
療

」
が

必
要

。
 

○
 
Ｑ

Ｏ
Ｌ

を
高

め
、
社

会
の

支
え

手
を

増
や

す
観

点
か

ら
、
健

康
の

維
持

増
進
・
疾

病

の
予

防
に

取
り

組
む

べ
き

。
Ｉ

Ｃ
Ｔ

を
活

用
し

て
レ

セ
プ

ト
等

デ
ー

タ
を

分
析

し
、
疾

病
予

防
を

促
進

。
 

○
 
国

民
会

議
の

最
大

の
使

命
は

、
前

回
の

社
会

保
障

国
民

会
議

で
示

さ
れ

た
医

療
・
介

護
提

供
体

制
改

革
に

魂
を

入
れ

、
改

革
の

実
現

に
向

け
て

実
効

性
と

加
速

度
を

加
え

る

こ
と

。
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医

療
・

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
体

制
改

革
 

（
１

）
病

床
機

能
報

告
制

度
の

導
入

と
地

域
医

療
ビ

ジ
ョ

ン
の

策
定

 

○
 
医

療
機

能
に

係
る

情
報

の
都

道
府

県
へ

の
報

告
制

度
（

病
床

機
能

報
告

制
度

）
を

早

急
に

導
入

。
 

○
 
次

い
で

、
報

告
制

度
に

よ
り

把
握

さ
れ

る
地

域
ご

と
の

医
療

機
能

の
現

状
や

地
域

の

将
来

的
な

医
療

ニ
ー

ズ
の

客
観

的
デ

ー
タ

に
基

づ
く

見
通

し
を

踏
ま

え
、
そ

の
地

域
に

ふ
さ

わ
し

い
バ

ラ
ン

ス
の

と
れ

た
医

療
機

能
ご

と
の

医
療

の
必

要
量

を
示

す
地

域
医

療
ビ

ジ
ョ

ン
を

都
道

府
県

が
策

定
。

 

○
 
地

域
医

療
ビ

ジ
ョ

ン
の

実
現

に
向

け
て

は
、
病

床
の

適
切

な
区

分
を

始
め

と
す

る
実

効
的

な
手

法
が

必
要

。
 

○
 
地

域
医

療
ビ

ジ
ョ

ン
は

、
次

期
医

療
計

画
の

策
定

時
期

で
あ

る
20
1
8
（

平
成

3
0
）

年
度

を
待

た
ず

に
速

や
か

に
策

定
し

、
直

ち
に

実
行

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。
そ

の
具

体
的

な
在

り
方

に
つ

い
て

は
、

国
と

都
道

府
県

と
が

十
分

協
議

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

 

（
２

）
都

道
府

県
の

役
割

強
化

と
国

民
健

康
保

険
の

保
険

者
の

都
道

府
県

移
行

 

○
 

地
域

の
医

療
提

供
体

制
に

係
る

責
任

を
積

極
的

か
つ

主
体

的
に

果
た

す
こ

と
が

で

き
る

よ
う

、
都

道
府

県
の

役
割

の
拡

大
を

具
体

的
に

検
討

。
 

○
 
医

療
提

供
体

制
の

整
備

に
つ

い
て

は
、
医

療
保

険
者

の
意

見
を

聞
き

な
が

ら
進

め
て

い
く

こ
と

が
望

ま
し

い
。

 

○
 
国

民
健

康
保

険
に

係
る

財
政

運
営

の
責

任
を

担
う

主
体
（

保
険

者
）
を

都
道

府
県

と

し
つ

つ
、
国

民
健

康
保

険
の

運
営

に
関

す
る

業
務

に
つ

い
て

、
都

道
府

県
と

市
町

村
が

適
切

に
役

割
分

担
を

行
い

、
保

険
料

収
納

や
医

療
費

適
正

化
の

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
を

損

な
う

こ
と

の
な

い
分

権
的

な
仕

組
み

を
目

指
す

べ
き

。
具

体
的

な
在

り
方

は
地

方
団

体

と
協

議
。

 

○
 
知

事
会

が
、
構

造
的

な
問

題
が

解
決

さ
れ

る
な

ら
ば

、
市

町
村

と
と

も
に

積
極

的
に

責
任

を
担

う
覚

悟
が

あ
る

旨
を

表
明

し
て

お
り

、
時

機
を

逸
す

る
こ

と
な

く
そ

の
道

筋

を
つ

け
る

こ
と

が
国

民
会

議
の

責
務

で
あ

り
、
次

期
医

療
計

画
の

策
定

前
に

実
現

す
べ

き
。

 

 （
３

）
医

療
法

人
制

度
・

社
会

福
祉

法
人

制
度

の
見

直
し

 

○
 
医

療
・
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

化
を

図
る

た
め

に
は

、
競

争
よ

り
も

協
調

が
必

要
で

あ
り

、
医

療
法

人
等

が
容

易
に

再
編
・
統
合

で
き

る
よ

う
制

度
の

見
直

し
を

行
う

こ
と

が
重

要
。

 

○
 
機

能
の

分
化
・
連

携
の

推
進

に
資

す
る

よ
う

、
法

人
間

の
合

併
や

権
利

の
移

転
等

を

速
や

か
に

行
う

こ
と

が
で

き
る

道
を

開
く

よ
う

制
度

改
正

を
検

討
す

る
必

要
。
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 （

４
）

医
療

と
介

護
の

連
携

と
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
と

い
う

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
 

○
 
「

医
療

か
ら

介
護

へ
」
、「

病
院
・
施
設

か
ら

地
域
・
在

宅
へ

」
の

観
点

か
ら

、
医
療

の
見

直
し

と
介

護
の

見
直

し
は

一
体

と
な

っ
て

行
う

必
要

。
 

○
 
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
づ

く
り

を
推

進
し

て
い

く
必

要
が

あ
り

、
平

成
2
7
年

度

か
ら

の
介

護
保

険
事

業
計

画
を

「
地

域
包

括
ケ

ア
計

画
」

と
位

置
づ

け
。

 

○
 
地

域
支

援
事

業
に

つ
い

て
、
在

宅
医

療
・
介

護
連

携
の

推
進

、
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス

の
充

実
等

を
行

い
つ

つ
、
新

た
な

効
率

的
な

事
業

と
し

て
再

構
築

。
要

支
援

者
に

対
す

る
介

護
予

防
給

付
に

つ
い

て
、
市

町
村

が
地

域
の

実
情

に
応

じ
、
住

民
主

体
の

取
組

等

を
積

極
的

に
活

用
し

、
柔

軟
か

つ
効

率
的

に
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

で
き

る
よ

う
、
受

け
皿

を
確

保
し

な
が

ら
、

段
階

的
に

新
た

な
事

業
に

移
行

。
 

 

（
５

）
医

療
・

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
体

制
改

革
の

推
進

の
た

め
の

財
政

支
援

 

○
 
医

療
・
介
護

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
体

制
改

革
の

推
進

の
た

め
に

必
要

な
財

源
に

つ
い

て

は
消

費
税

増
収

分
の

活
用

が
検

討
さ

れ
る

べ
き

。
 

○
 

消
費

税
増

収
分

は
、

具
体

的
に

は
、

病
院

・
病

床
機

能
の

分
化

・
連

携
へ

の
支

援
、

急
性

期
医

療
を

中
心

と
す

る
人

的
・
物

的
資

源
の

集
中

投
入

、
在

宅
医

療
・
在
宅

介
護

の
推

進
、

更
に

は
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
の

構
築

に
向

け
た

医
療

と
介

護
の

連
携

、

生
活

支
援

・
介

護
予

防
の

基
盤

整
備

、
認

知
症

施
策

、
人

材
確

保
な

ど
に

活
用

。
 

○
 

診
療

報
酬

・
介

護
報

酬
の

活
用

に
つ

い
て

は
、「

地
域

完
結

型
」

の
医

療
・

介
護

サ

ー
ビ

ス
に

資
す

る
よ

う
、

診
療

報
酬

・
介

護
報

酬
の

体
系

的
見

直
し

を
進

め
る

必
要

。
 

○
 
地

域
ご

と
の

様
々

な
実

情
に

応
じ

た
医

療
・
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

体
制

の
再

構
築

を
図

る
観

点
か

ら
、
全

国
一

律
に

設
定

さ
れ

る
診

療
報

酬
・
介
護

報
酬

と
は

別
の

財
政

支
援

の
手

法
（

基
金

方
式

）
が

不
可

欠
で

あ
り

、
診

療
報

酬
・
介

護
報

酬
と

適
切

に
組

み
合

わ
せ

て
改

革
を

実
現

。
 

○
 
こ

の
財

政
支

援
に

つ
い

て
は

、
病

院
等

の
施

設
や

設
備

の
整

備
に

限
ら

ず
、
地

域
に

お
け

る
医

療
従

事
者

の
確

保
や

病
床

の
機

能
分

化
及

び
連

携
等

に
伴

う
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

な
ど

も
対

象
と

す
る

柔
軟

な
も

の
と

す
る

必
要

。
 

 （
６

）
医

療
の

在
り

方
 

○
 
高

齢
化

に
伴

い
、
多

様
な

問
題

を
抱

え
る

患
者

に
と

っ
て

は
、
総

合
診

療
医

に
よ

る

診
療

の
方

が
適

切
な

場
合

が
多

く
、
そ

の
養

成
と

国
民

へ
の

周
知

を
図

る
こ

と
が

重
要

。
 

○
 
医

療
職

種
の

職
務

の
見

直
し

、
チ

ー
ム

医
療

の
確

立
を

図
る

こ
と

が
重

要
。

 

○
 
医

療
機

関
の

勤
務

環
境

を
改

善
す

る
支

援
体

制
の

構
築

等
、
医

療
従

事
者

の
定

着
・

離
職

防
止

を
図

る
と

と
も

に
、
特

に
看

護
職

員
に

つ
い

て
は

、
養

成
拡

大
や

登
録

義
務

化
等

の
推

進
が

必
要

。
 

 

 
 

  

10
 

 

○
 
死

生
観
・
価

値
観

の
多

様
化

も
進

む
中

、
医

療
の

在
り

方
は

、
医

療
提

供
者

の
側

だ

け
で

な
く

、
医

療
を

受
け

る
国

民
の

側
が

ど
う

考
え

、
何

を
求

め
る

か
が

大
き

な
要

素
。

死
す

べ
き

運
命

に
あ

る
人

間
の

尊
厳

あ
る

死
を

視
野

に
入

れ
た

Ｑ
Ｏ

Ｄ
も

射
程

に
入

れ
て

、
人
生

の
最

終
段

階
に

お
け

る
医

療
の

在
り

方
に

つ
い

て
、
国

民
的

な
合

意
を

形

成
し

て
い

く
こ

と
が

重
要

。
 

○
 
医

療
行

為
に

よ
る

予
後

の
改

善
や

費
用

対
効

果
を

検
証

す
べ

く
、
継

続
的

に
デ

ー
タ

収
集

し
、

常
に

再
評

価
さ

れ
る

仕
組

み
を

構
築

す
る

こ
と

を
検

討
す

べ
き

。
 

 

（
７

）
改

革
の

推
進

体
制

の
整

備
 

○
 
改

革
を

実
現

す
る

エ
ン

ジ
ン

と
し

て
、
主

と
し

て
医

療
・
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

体

制
改

革
を

推
進

す
る

た
め

の
体

制
を

設
け

、
厚

生
労

働
省

、
都

道
府

県
、
市

町
村

に
お

け
る

改
革

の
実

行
と

連
動

さ
せ

る
べ

き
。

 

 

３
 

医
療

保
険

制
度

改
革

 

（
１

）
財

政
基

盤
の

安
定

化
、

保
険

料
に

係
る

国
民

の
負

担
に

関
す

る
公

平
の

確
保

 

○
 

現
在

の
市

町
村

国
保

の
赤

字
の

原
因

や
運

営
上

の
課

題
を

現
場

の
実

態
を

踏
ま

え

つ
つ

分
析

し
た

上
で

、
国

民
健

康
保

険
が

抱
え

る
財

政
的

な
構

造
問

題
や

保
険

者
の

在

り
方

に
関

す
る

課
題

を
解

決
し

て
い

か
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

○
 
国

保
の

保
険

者
の

都
道

府
県

へ
の

移
行

は
、
国

保
の

財
政

の
構

造
問

題
の

解
決

が
図

ら
れ

る
こ

と
が

前
提

条
件

。
そ

の
財

源
に

は
、
後

期
高

齢
者

支
援

金
に

対
す

る
負

担
方

法
を

全
面

総
報

酬
割

に
す

る
こ

と
に

よ
り

生
ず

る
財

源
を

も
考

慮
に

入
れ

る
べ

き
。

 

○
 
国

保
の

運
営

に
つ

い
て

、
都

道
府

県
・
市
町

村
・
被
用

者
保

険
の

関
係

者
が

協
議

す

る
仕

組
み

を
構

築
し

て
お

く
こ

と
も

必
要

。
 

○
 
低

所
得

者
が

多
く

加
入

す
る

国
保

へ
の

財
政

支
援

の
拡

充
措

置
と

併
せ

て
、
国
保

の

低
所

得
者

に
対

す
る

保
険

料
軽

減
措

置
の

拡
充

を
図

る
べ

き
。

 

○
 
国

保
の

保
険

料
の

賦
課

限
度

額
、
被

用
者

保
険

の
標

準
報

酬
月

額
上

限
を

引
上

げ
る

べ
き

。
 

○
 
後

期
高

齢
者

支
援

金
の

負
担

に
つ

い
て

、
平

成
27

年
度

か
ら

全
面

的
に

総
報

酬
割

と
す

べ
き

。
こ

れ
に

よ
り

、
被

用
者

保
険

者
間

の
保

険
料

格
差

が
相

当
縮

小
。
こ

れ
に

よ
り

生
じ

た
財

源
は

、
将

来
世

代
の

負
担

の
抑

制
に

充
て

る
の

で
な

け
れ

ば
、
社

会
保

障
の

機
能

強
化

策
全

体
の

財
源

と
し

て
有

効
に

活
用

。
こ

の
財

源
面

で
の

貢
献

は
、
国

保
の

保
険

者
の

都
道

府
県

移
行

の
実

現
に

不
可

欠
。

 

○
 

協
会

け
ん

ぽ
の

国
庫

補
助

率
に

つ
い

て
は

、
健

保
法

改
正

法
附

則
に

の
っ

と
っ

て
、

高
齢

者
の

医
療

に
要

す
る

費
用

の
負

担
の

在
り

方
も

含
め

検
討

。
被

用
者

保
険

に
お

け

る
共

同
事

業
の

拡
大

に
取

り
組

む
こ

と
も

検
討

が
必

要
。

 

○
 
所

得
の

高
い

国
保

組
合

に
対

す
る

定
率

補
助

に
つ

い
て

、
廃

止
に

向
け

た
取

組
を

進

め
る

必
要

。
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○
 
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

に
つ

い
て

は
、
現

在
で

は
十

分
定

着
し

て
お

り
、
現

行
制

度

を
基

本
と

し
な

が
ら

、
実

施
状

況
等

を
踏

ま
え

、
必

要
な

改
善

を
行

う
こ

と
が

適
当

。
 

 

（
２

）
医

療
給

付
の

重
点

化
・

効
率

化
（

療
養

の
範

囲
の

適
正

化
等

）
 

○
 
紹

介
状

の
な

い
大

病
院

の
外

来
受

診
に

つ
い

て
、
一

定
の

定
額

自
己

負
担

を
求

め
る

よ
う

な
仕

組
み

を
検

討
す

べ
き

。
 

○
 
入

院
療

養
に

お
け

る
給

食
給

付
等

の
自

己
負

担
の

在
り

方
に

つ
い

て
、
在

宅
医

療
と

の
公

平
の

観
点

か
ら

見
直

し
を

検
討

。
 

○
 
7
0
～

7
4
歳

の
医

療
費

自
己

負
担

に
つ

い
て

、
法

律
上

は
２

割
負

担
と

な
っ

て
お

り
、

世
代

間
の

公
平

を
図

る
観

点
か

ら
１

割
負

担
と

な
っ

て
い

る
特

例
措

置
を

止
め

る
べ

き
。
そ

の
際

、
既

に
特

例
措

置
の

対
象

と
な

っ
て

い
る

高
齢

者
の

自
己

負
担

割
合

は
変

わ
る

こ
と

が
な

い
よ

う
、

段
階

的
に

進
め

る
こ

と
が

適
当

。
 

○
 
高

額
療

養
費

の
所

得
区

分
に

つ
い

て
、
よ

り
き

め
細

や
か

な
対

応
が

可
能

と
な

る
よ

う
細

分
化

し
、

負
担

能
力

に
応

じ
た

負
担

と
な

る
よ

う
限

度
額

を
見

直
し

。
 

○
 
後

発
医

薬
品

の
使

用
促

進
に

加
え

、
中

長
期

的
に

医
療

保
険

制
度

の
持

続
可

能
性

を

高
め

る
観

点
か

ら
、

引
き

続
き

給
付

の
重

点
化

・
効

率
化

に
取

り
組

む
必

要
。

 
 

（
３

）
難

病
対

策
等

の
改

革
 

○
 
難

病
対

策
等

の
改

革
に

総
合

的
か

つ
一

体
的

に
取

り
組

む
必

要
。
医

療
費

助
成

を
制

度
と

し
て

位
置

づ
け

、
対

象
疾

患
の

拡
大

や
都

道
府

県
の

超
過

負
担

の
解

消
を

図
る

べ

き
。

 

 ４
 

介
護

保
険

制
度

改
革

 

○
 
一

定
以

上
の

所
得

の
あ

る
利

用
者

の
負

担
は

引
き

上
げ

る
べ

き
。

 

○
 
食

費
や

居
住

費
に

つ
い

て
の

補
足

給
付

の
支

給
に

は
資

産
を

勘
案

す
べ

き
。

 

○
 
特

養
は

中
重

度
者

に
重

点
化

を
図

る
と

と
も

に
、
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
は

重
度

化
予

防
に

効
果

が
あ

る
給

付
へ

の
重

点
化

を
図

る
べ

き
。

 

○
 
低

所
得

者
の

１
号

保
険

料
に

つ
い

て
、

軽
減

措
置

を
拡

充
す

べ
き

。
 

○
 
介

護
納

付
金

に
つ

い
て

、
負

担
の

公
平

化
の

観
点

か
ら

、
総

報
酬

額
に

応
じ

た
も

の

と
す

べ
き

だ
が

、
後

期
高

齢
者

支
援

金
の

状
況

も
踏

ま
え

つ
つ

検
討

。
 

○
 
引

き
続

き
、

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
効

率
化

・
重

点
化

に
取

り
組

む
必

要
。
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 Ⅲ
 

年
金

分
野

の
改

革
 

 

１
 

社
会

保
障

・
税

一
体

改
革

ま
で

の
道

の
り

と
到

達
点

、
残

さ
れ

た
課

題
 

（
１

）
社

会
保

障
国

民
会

議
に

よ
る

定
量

的
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

実
施

と
そ

の
含

意
 

（
２

）
2
0
1
2
年

社
会

保
障

・
税

一
体

改
革

に
よ

る
年

金
関

連
四

法
の

成
立

に
よ

る
到

達
点

 

○
 
20
08

年
の
社
会
保
障
国
民
会
議
以
来
、
政
権
交
代
を
は
さ
ん
だ
検
討
を
経
て
、
20
1
2
年

の
社

会
保

障
・

税
一

体
改

革
に

よ
り

年
金

関
連

四
法

が
成

立
。

 

・
 

基
礎

年
金

の
国

庫
負

担
割

合
2
分

の
1
の

恒
久

化
や

年
金

特
例

水
準

の
解

消
等

。
 

→
 

長
期

的
な

給
付

と
負

担
を

均
衡

さ
せ

る
た

め
の

2
00
4

年
改

革
に

よ
る

年
金

財

政
フ

レ
ー

ム
が

完
成

。
 

・
  

短
時

間
労

働
者

に
対

す
る

被
用

者
保

険
の

適
用

拡
大

や
低

所
得
・
低
年

金
高

齢
者

等
へ

の
福

祉
的

給
付

の
創

設
。

 

→
 

社
会

経
済

状
況

の
変

化
に

対
応

し
た

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

強
化

の
取

組
に

も
着

手
。

 

 

（
３

）
今

後
の

年
金

制
度

改
革

の
検

討
の

視
点

 

○
 
2
00
4

年
改

革
の

年
金

財
政

フ
レ

ー
ム

に
よ

り
、

対
Ｇ

Ｄ
Ｐ

比
で

の
年

金
給

付
や

保

険
料

負
担

は
一

定
の

水
準

に
と

ど
ま

る
。
適

時
適

切
な

改
革

は
必

要
だ

が
、
基

本
的

に

年
金

財
政

の
長

期
的

な
持

続
可

能
性

は
確

保
さ

れ
て

い
く

仕
組

み
と

な
っ

て
い

る
。
改

善
す

べ
き

課
題

は
残

さ
れ

て
い

る
が

、
現

行
の

制
度

が
破

綻
し

て
い

な
い

と
い

う
認

識

を
、

一
体

改
革

関
連

法
案

の
審

議
の

過
程

で
、

当
時

の
総

理
大

臣
も

答
弁

。
 

○
 
年

金
関

連
四

法
に

よ
る

到
達

点
を

踏
ま

え
る

と
、
残

さ
れ

た
課

題
は
「

長
期

的
な

持

続
可

能
性

を
よ

り
強

固
な

も
の

と
す

る
」
、「

社
会

経
済

状
況

の
変

化
に

対
応

し
た

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

機
能

を
強

化
す

る
」

と
い

う
２

つ
の

要
請

か
ら

の
課

題
と

整
理

可
能

。
 

 

２
 

年
金

制
度

体
系

に
関

す
る

議
論

の
整

理
 

（
１

）
年

金
制

度
の

本
来

の
性

格
と

制
度

体
系

選
択

に
当

た
っ

て
の

現
実

的
な

制
約

 

○
 
負

担
も

給
付

も
所

得
に

応
じ

た
形

の
年

金
制

度
は

、「
一

つ
の

理
想

形
」
。
し
か

し
な

が
ら

、
正
確

で
公

平
な

所
得

捕
捉

や
、
事

業
所

得
と

給
与

所
得

の
保

険
料

賦
課

ベ
ー

ス

の
統

一
等

の
前

提
条

件
は

整
っ

て
い

な
い

。
現

時
点

で
の

政
策

選
択

と
し

て
は

、
現

実

的
な

制
約

下
で

実
行

可
能

な
制

度
構

築
を

図
る

観
点

か
ら

行
う

必
要

。
 

 

（
２

）
具

体
的

な
改

革
へ

の
ア

プ
ロ

ー
チ

 

○
 

議
論

を
総

括
す

る
と

、
負

担
も

給
付

も
現

役
時

代
の

所
得

に
応

じ
た

形
の

制
度

は
、

一
つ

の
理

想
形

と
し

て
と

ら
え

る
こ

と
は

で
き

る
も

の
の

、
そ

の
た

め
の

条
件

成
就

の

フ
ィ

ー
ジ

ビ
リ

テ
ィ

や
被

用
者

と
自

営
業

者
と

の
違

い
を

踏
ま

え
た

年
金

制
度

の
一

元
化

を
ど

う
考

え
る

か
に

つ
い

て
は

委
員

間
で

認
識

の
違

い
が

存
在

。
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○
 
一

方
、
条

件
が

満
た

さ
れ

た
際

に
初

め
て

可
能

と
な

る
将

来
の

議
論

で
対

立
し

て
改

革
が

進
ま

な
い

こ
と

は
、
国

民
に

と
っ

て
望

ま
し

い
も

の
で

は
な

い
と

の
認

識
は

共
有

。
 

○
 
国

民
年

金
の

被
保

険
者

像
の

変
化

に
対

応
し

、
被

用
者

と
し

て
の

保
障

が
必

要
な

者

に
対

す
る

被
用

者
保

険
の

適
用

拡
大

や
、
低

所
得

者
層

が
制

度
保

障
の

網
か

ら
こ

ぼ
れ

落
ち

な
い

よ
う

に
す

る
多

段
階

免
除

の
積

極
活

用
等

の
対

応
が

必
要

。
 

○
  
こ
れ
は
、
所
得
比
例
年
金
に
一
元
化
し
て
い
く
立
場
か
ら
も
通
ら
な
け
れ
ば
い
け
な
い

ス
テ
ッ
プ
。
年
金
制
度
に
つ
い
て
は
、
ど
の
よ
う
な
制
度
体
系
を
目
指
そ
う
と
も
必
要
と

な
る
課
題
の
解
決
を
進
め
、
将

来
の

制
度

体
系

に
つ

い
て

は
引

き
続

き
議

論
す

る
と

い

う
二

段
階

の
ア

プ
ロ

ー
チ

を
採

る
こ

と
が

必
要

。
 

 

３
 

長
期

的
な

持
続

可
能

性
を

強
固

に
し

、
セ

ー
フ

テ
ィ

ネ
ッ

ト
機

能
（

防
貧

機
能

）
を

強
化

す
る

改
革

に
向

け
て

 

（
１

）
マ

ク
ロ

経
済

ス
ラ

イ
ド

の
見

直
し

 

○
 
デ

フ
レ

経
済

か
ら

の
脱

却
を

果
た

し
た

後
に

お
い

て
も

、
実

際
の

物
価

や
賃

金
の

変

動
度

合
い

に
よ

っ
て

は
、
マ

ク
ロ

経
済

ス
ラ

イ
ド

に
よ

る
調

整
が

十
分

に
機

能
し

な
い

こ
と

が
短

期
的

に
生

じ
得

る
。

他
方

で
、

早
期

に
年

金
水

準
の

調
整

を
進

め
た

方
が

、

将
来

の
受

給
者

の
給

付
水

準
は

相
対

的
に

高
く

維
持

。
 

○
 
仮

に
、
将

来
再

び
デ

フ
レ

の
状

況
が

生
じ

た
と

し
て

も
、
年

金
水

準
の

調
整

を
計

画

的
に

進
め

る
観

点
か

ら
、
マ

ク
ロ

経
済

ス
ラ

イ
ド

の
在

り
方

に
つ

い
て

検
討

を
行

う
こ

と
が

必
要

。
 

○
 
基

礎
年

金
の

調
整

期
間

が
長

期
化

し
水

準
が

低
下

す
る

懸
念

に
対

し
、
基

礎
年

金
と

報
酬

比
例

部
分

の
バ

ラ
ン

ス
に

関
し

て
の

検
討

や
、
公

的
年

金
の

給
付

水
準

の
調

整
を

補
う

私
的

年
金

で
の

対
応

へ
の

支
援

も
合

わ
せ

た
検

討
が

求
め

ら
れ

る
。

 

 

（
２

）
短

時
間

労
働

者
に

対
す

る
被

用
者

保
険

の
適

用
拡

大
 

○
 
被

用
者

保
険

の
適

用
拡

大
を

進
め

て
い

く
こ

と
は

、
制

度
体

系
の

選
択

の
如

何
に

か

か
わ

ら
ず

必
要

。
適

用
拡

大
の

努
力

を
重

ね
る

こ
と

は
三

党
の

協
議

の
中

で
も

共
有

さ

れ
て

お
り

、
適

用
拡

大
の

検
討

を
引

き
続

き
継

続
し

て
い

く
こ

と
が

重
要

。
 

 

（
３

）
高
齢
期
の
就
労
と
年
金
受
給
の
在
り
方
 

○
 
20
09

年
の
財
政
検
証
で
年
金
制
度
の
持
続
可
能
性
が
確
認
。
ま

た
、

2
0
2
5
年
ま

で
か

け
て

厚
生

年
金

の
支

給
開

始
年

齢
を

引
き

上
げ

て
い

る
途

上
。
直

ち
に

具
体

的
な

見
直

し
を

行
う

環
境

に
は

な
く

、
中

長
期

的
な

課
題

。
 

○
 
こ

の
際

に
は

、
雇

用
と

の
接

続
や

他
の

社
会

保
障

制
度

と
の

整
合

性
な

ど
、
幅

広
い

観
点

か
ら

の
検

討
が

必
要

と
な

る
こ

と
か

ら
、
検

討
作

業
に

つ
い

て
は

速
や

か
に

開
始

し
て

お
く

必
要

。
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○
 
高

齢
化

の
進

行
や

平
均

寿
命

の
伸

長
に

伴
っ

て
、
就

労
期

間
を

伸
ば

し
、
よ

り
長

く

保
険

料
を

拠
出

し
て

も
ら

う
こ

と
を

通
じ

て
年

金
水

準
の

確
保

を
図

る
改

革
が

、
多

く

の
先

進
諸

国
で

実
施

。
日

本
の

将
来

を
展

望
し

て
も

、
6
5

歳
平

均
余

命
は

更
に

４
年

程
度

伸
長

し
、

高
齢

者
の

労
働

力
率

の
上

昇
も

必
要

。
 

○
 

2
00
4

年
改

革
に

よ
っ

て
、

将
来

の
保

険
料

率
を

固
定

し
、

固
定

さ
れ

た
保

険
料

率

に
よ

る
資

金
投

入
額

に
給

付
総

額
が

規
定

さ
れ

て
い

る
た

め
、
支

給
開

始
年

齢
を

変
え

て
も

、
長

期
的

な
年

金
給

付
総

額
は

変
わ

ら
な

い
。

 

○
 
し
た
が
っ
て
、
今
後
、
支
給
開
始
年
齢
の
問
題
は
、
年
金
財
政
上
の
観
点
と
い
う
よ
り

は
、
一
人
一
人
の
人
生
や
社
会
全
体
の
就
労
と
非
就
労
（
引
退
）
の
バ
ラ
ン
ス
の
問
題
と

し
て
検
討
さ
れ
る
べ
き
。
生
涯
現
役
社
会
の
実
現
を
展
望
し
つ
つ
、
高

齢
者
の

働
き

方
と

年
金

受
給

と
の

組
合

せ
に

つ
い

て
、
他

の
先

進
諸

国
で

取
り

組
ま

れ
て

い
る

改
革

の
ね

ら
い

や
具

体
的

な
内

容
も

考
慮

し
て

議
論

を
進

め
て

い
く

こ
と

が
必

要
。

 

 

（
４

）
高

所
得

者
の

年
金

給
付

の
見

直
し

 

○
 
世

代
内

の
再

分
配

機
能

を
強

化
す

る
検

討
に

つ
い

て
は

、
年

金
制

度
だ

け
で

は
な

く
、

税
制

で
の

対
応

、
各

種
社

会
保

障
制

度
に

お
け

る
保

険
料

負
担

、
自

己
負

担
や

標
準

報

酬
上

限
の

在
り

方
な

ど
、
様

々
な

方
法

を
検

討
す

べ
き

。
ま

た
、
公

的
年

金
等

控
除

を

始
め

と
し

た
年

金
課

税
の

在
り

方
に

つ
い

て
見

直
し

を
行

っ
て

い
く

べ
き

。
 

 ４
 

世
代

間
の

連
帯

に
向

け
て

 

（
１

）
国

際
的

な
年

金
議

論
の

動
向

 

○
 
「

就
労

期
間

の
長

期
化

」
な

ど
の

課
題

は
、
先

進
諸

国
の

年
金

改
革

に
共

通
。
ま

た
、

「
積

立
方

式
と

賦
課

方
式

は
、
単

に
、
将
来

の
生

産
物

に
対

す
る

請
求

権
を

制
度

化
す

る
た

め
の

財
政

的
な

仕
組

み
が

異
な

る
に

過
ぎ

ず
、
積

立
方

式
は

、
人

口
構

造
の

変
化

の
問

題
を

自
動

的
に

解
決

す
る

わ
け

で
は

な
い

」
（

本
年

１
月

の
Ｉ

Ｍ
Ｆ

会
合

に
お

け

る
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

）
な

ど
の

国
際

的
な

年
金

議
論

の
到

達
点

に
立

脚
し

た
改

革

議
論

を
進

め
る

べ
き

。
 

 （
２

）
世

代
間

の
公

平
論

に
関

し
て

 

○
 
公

的
年

金
の

、
私

的
扶

養
の

代
替

と
い

う
年

金
制

度
が

持
つ

本
来

機
能

を
踏

ま
え

た

議
論

や
、
生

涯
を

通
じ

た
所

得
喪

失
へ

の
対

応
と

い
っ

た
「

保
険

」
と

し
て

の
機

能
の

再
認

識
が

必
要

。
 

○
 
一

方
で

、
世

代
間

の
不

公
平

の
主

張
の

背
景

に
は

、
給

付
は

高
齢

世
代

中
心

で
負

担

は
現

役
世

代
中

心
と

い
う

社
会

保
障

の
構

造
や

、
必

要
な

給
付

の
見

直
し

に
対

す
る

抵

抗
感

の
強

さ
な

ど
が

あ
る

と
の

指
摘

も
あ

り
、
「

全
世

代
対

応
型

」
へ

の
転

換
や

、
持

続
可

能
性

と
将

来
の

給
付

の
確

保
に

必
要

な
措

置
を

着
実

に
進

め
る

メ
カ

ニ
ズ

ム
を

制
度

に
組

み
込

ん
で

い
く

こ
と

も
求

め
ら

れ
る

。
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 （
３

）
将

来
の

生
産

の
拡

大
こ

そ
が

重
要

 

○
 
年

金
制

度
の

持
続

可
能

性
を

高
め

る
た

め
に

は
、
経

済
成

長
や

雇
用

拡
大

、
人

口
減

少
の

緩
和

が
重

要
。

こ
の
た
め
、
高
齢
者
や
女
性
、
若
者
の
雇
用
を
促
進
す
る
対
策
や
、

仕
事
と
子
育
て
の
両
立
支
援
の
強
化
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
年
金
制
度
に
お
い
て
も
、

働
き

方
に

中
立

的
な

制
度

設
計

、
働

い
て

保
険

料
を

納
付

し
た

こ
と

が
給

付
に

反
映

す

る
形

で
透

明
感

、
納

得
感

を
高

め
る

改
革

が
必

要
。

 

 

(
４

）
財

政
検

証
と

制
度

改
正

の
議

論
 

○
 
来

年
実

施
さ

れ
る

財
政

検
証

は
、
単

に
財

政
の

現
況

と
見

通
し

を
示

す
だ

け
で

な
く

、

課
題

の
検

討
に

資
す

る
よ

う
な

検
証

作
業

を
行

い
、
そ

の
結

果
を

踏
ま

え
、
遅

滞
な

く

そ
の

後
の

制
度

改
正

に
つ

な
げ

て
い

く
べ

き
。
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協会だより（定例理事会要録から）
2013年度（平成25年度）第５回　2013年７月９日

Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（６月25日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
【経営部会】
１．税務相談（６月26日）状況
２．保団連経税担当事務局小委員会（６月24日）状況
３．保団連国税庁交渉（６月24日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療事故案件調査委員会（６月21日）状況
２．医師賠償責任保険処理室会（６月24日）状況
３．医療機関側との懇談（７月５日）状況
【政策部会】
１．内部被曝から子どもを守る会との懇談（６月21

日）状況
【保険部会】
１．保険講習会Ａ（６月20日）状況
２．保団連と日本栄養士会との懇談（６月21日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．総務部会（７月２日）状況確認の件
２．６月度会員増減状況の件
３．会員入退会及び異動（６月25日～７月９日）に

関する承認の件
【経営部会】
１．経営部会（７月２日）状況確認の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（７月２日）状況確認の件
【政策部会】
１．ＴＰＰ参加反対京都府民集会2013（６月30日）

状況確認の件
２．政策部会（７月２日）状況確認の件
３．京都府保険医新聞（第2862号）合評の件
【保険部会】
１．在活（在宅医療点数を活用するための活動）に

関する打合せ（６月23日）状況確認の件
２．保険部会（７月２日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【経営部会】
１．保団連経税担当事務局小委員会への出席の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全院内研修会への講師派遣の件

２．第286回関西医事法研究会への出席の件
【保険部会】
１．保険講習会Ｂ開催の件
２．2013年度保団連研究・学術活動交流集会への出

席の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
①国をめぐる動き
　各党のマニフェストについて
②地方自治体をめぐる動き
　　京都市社会福祉審議会における「京都市におけ

るリハビリテーション行政の今後の在り方につい
て」〈答申〉のとりまとめについて
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．中医協概要報告
Ⅵ．要討議事項
【経営部会】
１．平成26年度厚生労働省税制改正に関する要望書

提出の件
【保険部会】
１．病名漏れにより査定されたレセプトに関する再

審査請求等に関する件
Ⅶ．特別討議
１．顧問委嘱の件
２．決議（案）検討の件
≪上記20件を承認、１件を継続審議≫

2013年度（平成25年度）第６回　2013年７月23日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（７月11日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．未入会開業医訪問（７月４日）状況
４．保団連夏季セミナー（７月６日・７日）状況
５．大阪府保険医協同組合との打ち合わせ（７月11

日）状況
６．正副議長との打ち合わせ（７月18日）状況
【経営部会】
１．2013年度全国経営税務担当事務局会議（７月１

日）状況
２．保団連近畿ブロック共済担当事務局会議（７月

10日）状況
３．保団連経税担当事務局小委員会（７月11日）状況



京都保険医新聞

61第170号

2013年（平成25年）8月25日　毎月５日・20日・25日発行� 第2867号

協

会

だ

よ

り

【医療安全対策部会】
１．亀岡市立病院「医療安全院内研修会」（７月10

日）状況
【保険部会】
１．第１回医事担当者連絡会議（６月27日）状況
２．公立南丹病院「審査に係る院内学習会」（６月28

日）状況
３．在宅医療点数の学習会（７月４日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．12～13年度第３回保団連代議員会（６月30日）

状況確認の件
２．2013年度第２回正副理事長会議（７月18日）状

況確認の件
３．事務局退職金規定見直しについて
４．事務局からの家族看護休暇取得申請について
５．会員入退会及び異動（７月９日～７月23日）に

関する承認の件
【政策部会】
１．12～13年度第17回保団連理事会（６月29日）状

況確認の件
２．保団連12～13年度第18回理事会（７月６日）状

況確認の件
３．第14回ＩＣＴ検討委員会（７月12日）状況確認

の件
４．京都保険医新聞（第2863号）合評の件
５．2013年度『京都保険医新聞』発行計画・執筆分

担案の確認の件
【保険部会】
１．理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会と

の懇談会（６月22日）状況確認の件
２．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．８月１日～９月10日までの会合等諸行事及び出

席者確認の件
２．各部会開催の件 

【経営部会】
１．診療所向け経営対策セミナー開催の件
【政策部会】
１．京都のリハビリを考える会　対案作成作業部会

出席の件
２．京都のリハビリを考える会出席の件
３．「開業医が展望する地域ケア」発行に向けた相談

会議（医療制度検討委員会）開催の件
４．第33回平和のための京都の戦争展要員派遣の件
【保険部会】
１．保団連診療報酬改善対策委員会による厚生労働

省交渉参加の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き

①国をめぐる動き
・代議員月例アンケート（リハビリ提供体制・

協会に期待すること）の結果報告
・国会版社会保障制度改革国民会議の最終とり

まとめについて
②地方自治体をめぐる動き
　・医師臨床研修制度見直しについて
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．2013年６月度国保合同審査委員会（６月19日）

状況確認の件
２．保険審査通信検討委員会（７月５日）状況確認

の件
Ⅵ．特別討議
１．決議（案）確認の件
Ⅶ．その他
①理事就任挨拶
②定期総会の実務連絡
≪以上、29件の議事を承認≫

９月のレセプト受取・締切
基金
国保

9日㈪ 10日㈫
労災

10日㈫

○ ◎ ◎

※○は受付窓口設置日、 ◎は締切日。
　　受付時間：基金　午前９時～午後５時30分
　　　　　　　国保　午前８時30分～午後５時15分
　　　　　　　労災　午前９時～午後５時
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申込・お問い合わせは保険医協会へ　☎075-212-8877　申込締切９月10日　定員150人

保団連第31回　　病院 ・ 有床診療所セミナー in熊本
　入院医療をめぐる現状と問題を明らかにし、具体的な対応策を学習・交流する「病院・有床診セミ
ナー」が、下記の日程で開催されます。ぜひご参加ください。
主　催　全国保険医団体連合会　　　　　協　力　熊本県保険医協会
日　時　９月28日（土）18:30～20:25　  　９月29日（日）10:00～15:30
　　　　　※懇親会参加の場合、28日の終了は22:00となります。
会　場　熊本全日空ホテル ニュースカイ（熊本市）
参加費　両日参加（１人10,000円）、１日のみ参加（１人 6,000円）
　　　　　※同一法人２人目以降は、参加費3,000円引。懇親会参加の場合は別途6,000円。

主な内容
９月28日（土）18:30～20:25（全体会議）
　○基調報告　「入院医療をめぐる情勢と対策」
　　報　　告　中島 幸裕 氏　保団連病院有床診対策部理事
　○記念講演　「中小病院・有床診療所に求められる役割」
　　講　　師　前沢 政次 氏　地域医療教育研究所代表理事、元日本プライマリケア連合学会理事長
　○懇 親 会　「がまだせ中小病院・有床診２ 熊本に来てよかったモン」（20:30～22:00）
　　　　　　　　※懇親会は希望者のみ。

９月29日（日）　10:00～12:00（全体会議）
　○シンポジウム   「基幹病院・中小病院・有床診のWin-Win の連携のために」
９月29日（日）　13:00～15:00（分科会）
　○病院分科会　○有床診分科会

社会保険研究会
医療制度改革のゆくえ
　 2025年の医療制度の姿を展望する 　

講　師　学習院大学経済学部長
　　　　社会保障制度審議会医療保険部会長
　　　　社会保障制度改革国民会議会長代理  　遠藤 久夫　氏

日　時　10月19日（土）   午後２時～４時
場　所　京都大学医学部記念講堂（旧解剖講堂）　左京区吉田近衛町 ☎075-753-4300

対　象　会員医師・会員医療機関職員　　    主　催　京都府保険医協会
　　※日医生涯教育講座対象の研究会です。

※�JR・近鉄京都駅より市バス206系統「東山通北大路バスターミナル」行、「近衛通」バス停下車
※�阪急河原町駅より市バス201系統「祇園・百万遍」行、「熊野神社前」バス停下車、また
は市バス31系統「熊野・岩倉」行、「近衛通」バス停下車
※�地下鉄烏丸線丸太町駅より市バス202系統「熊野神社・祇園」行、または市バス204系
統「東天王町・錦林車庫」行、どちらも「熊野神社前」下車
※�京阪神宮丸太町駅５番出口より東へ徒歩約10分

第650回記念

〈遠藤先生からのメッセージ〉
　昨年は「社会保障・税一体改革大綱」が閣議決定され、今年8月には「社会保障制度改革国民会議」の報告書が提出された。
一方で、医療提供体制の見直しを視野に「特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に関する検討会」「病床機能情報の報告・
提供の具体的なあり方に関する検討会」が設けられ、それぞれ答申された。足元では、来年度の診療報酬改定の議論が医療部
会、医療保険部会、中医協で議論されている。これらの流れを複合的に眺めながら、今後の医療制度改革の方向を展望したい。

神宮丸太町駅
地下鉄東西線地下鉄東西線

京
阪
本
線

京
阪
本
線

京
都
御
所

京
都
御
所

熊野神社前

近衛通

四条通

御池通

丸太町通

今出川通

烏
丸
通

河
原
町
通

川
端
通

東
大
路
通

白
川
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烏丸御池駅
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三条駅
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旧白
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鞠
小
路
通

芝蘭会館

正門

医学部記念講堂
（旧解剖講堂）

近衛通

東
大
路
通

鴨
川

① 京都大学医学部
② 京大病院西構内
③ 京大病院東構内

①

② ③

鞠
小
路
通

地
下
鉄
烏
丸
線
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定員100人
先着順
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□

□

□

□

　お名前

　送付先　〒

　TEL：                                   FAX：

6,300円

遠藤英俊・著　●Ａ4変型判　80頁●医薬ジャーナル社

滝澤　始・編　●Ａ5判　300頁●文光堂

認知症の予防と生活指導
＜ｲﾝﾌｫｰﾑﾄﾞｺﾝｾﾝﾄのための図説ｼﾘｰｽﾞ＞

12,600円

□ ハリソン内科学 （第4版）
福井次矢・他監●Ａ4変型判　3,500頁●MEDSi

31,290円

□

□

器官病理学　（第14版）
笠原正典・他編●B5判　1,018頁●南山堂

高気圧酸素治療のための医学・生理学
日本臨床高気圧酸素・潜水医学会・監訳●Ａ4判　526頁●へるす出版

病理像+内視鏡・ＣＴ・ＭＲＩで一目でわかる！

臨床医が知っておきたい消化器病理の見かたのコツ
福嶋敬宣・編●B5判　183頁●羊土社

□戸田新細菌学　（第34版）
吉田眞一・他編●四六倍判　1,104頁●南山堂

□

新　癌についての質問に答える　（２版）
小川道雄・監●Ｂ5判　568頁●へるす出版

画像診断ガイドライン　2013年版
日本医学放射線学会・他編●B5判　480頁●金原出版

□

創傷と痛み　痛みのある皮膚の傷をどう治す？どう対処する？
尹　浩信・他編●Ｂ5判　168頁●金原出版

□ □

13,650円

過活動膀胱と骨盤臓器下垂
＜ｲﾝﾌｫｰﾑﾄﾞｺﾝｾﾝﾄのための図説ｼﾘｰｽﾞ＞

日本医薬品集 DRUGS IN JAPAN  医療薬　2014
書籍版　13,650円　 
DB版　15,750円　   
セット版　24,150円　

日本医薬品集フォーラム編●
B5判　3,600頁●じほう

2013年8月刊行

2013年7月刊行

2013年8月刊行

モーターコントロール　原著第4版　研究室から臨床実践へ

理解が深まるＤＶＤビデオ付
田中　繁・他監訳●A4変型判　696頁●医歯薬出版

□

31,500円

35,700円

初版以来定価据え置き、廉価を堅持。
今ならオリジナルバッグをプレゼント

伝統と信頼、６年ぶりの全面改訂。医師国試出題基準に完全対応。

朝倉書店　内科学　（第10版）
矢崎義雄・総編集●Ｂ5判　2,548頁 □

□ 合本

分冊版

神中整形外科学　（第23版）
岩本幸英・編●四六倍判●南山堂

上巻●1,108頁

下巻●1,320頁

がん・生殖医療　妊孕性温存の診療
日本がん・生殖医療研究会・監●B5判　312頁●医歯薬出版

5,040円

6,300円

□

特発性間質性肺炎の治療と管理
杉山幸比古・編●B5判　228頁●克誠堂出版

□

□

痛みの薬物治療　＜痛みのScience & Practice 2＞
山本達郎・編　●B5判　336頁●文光堂

5,040円

□

飯田知弘・編　●B5判　356頁●中山書店

日常診療に必要な、信頼ある最新情報を網羅。

□

□

21,000円

10,080円

□ 高血圧診療のすべて
日本医師会・編●B5判　372頁●診断と治療社

5,460円

5,775円

比類なき内科学のグローバルスタンダード
（原著最新18版）待望の日本語版

30,450円

心電図と不整脈の手びき　（第４版）
村松　準・監●四六倍判　280頁●南山堂

□ Dr.夏秋の臨床図鑑　虫と皮膚炎
夏秋　優・著●AB判　200頁●学研メディカル秀潤社

医薬品情報書籍の決定版！全医家向け医薬品約18,000品目の
2013年6月までの最新情報を網羅！ご予約受付中！

□

血液疾患治療に伴う合併症対策
田村和夫・編●Ｂ5判　248頁●医薬ジャーナル社

臨床神経解剖学　原著第6版
井出千束・監訳●Ａ4判　444頁●医歯薬出版

□

10,500円

9,975円

12,600円

消化器外科専門医へのminimal requirements
北野正剛・監●Ｂ5判　480頁●メジカルビュー社

　　京都府保険医協会では医学書を斡旋しています。
　　案内にない書籍もお気軽にお問い合わせください。

〈申込書〉　  FAX 075-212-0707までお送りください。

☆京都府保険医協会の会員の先生は書店でご購入いただくより割安になります。
（表記価格は全て税込価格ですが、会員の先生には消費税抜きの価格で斡旋します）

※商品は神陵文庫より発送。申込価格5,000円以上は送料無料。

　　　　　ご注文のタイトルに（ﾚ）して下さい　　【医学書・新刊　2013年８月】

西沢 理・編 ●Ａ4変型判 80頁●医薬ジャーナル社

泌尿器科超音波を使いこなす
棚橋善克・他編　●B5判　224頁●メジカルビュー社

眼底ＯＣＴのすべて
＜専門医のための眼科診療クオリファイ　18＞

6,930円

21,000円

OSAKA UNIVERCITY 肝炎診療マニュアル
竹原徹郎・編著●Ｂ6変型判　398頁●中外医学社

16,800円

5,040円

9,450円

14,700円

口腔・咽頭疾患、歯牙関連疾患を診る　＜ＥＮＴ臨床フロンティア＞
黒野祐一・編　●B5判　320頁●中山書店

□

呼吸器疾患診断フォトブック
杉山幸比古・著●Ｂ5判　178頁●南江堂

□6,300円

5,040円

□

□

□

　医療機関名

お問い合わせ・申込　京都府保険医協会　TEL075-212-8877　FAX075-212-0707
有限会社アミス　TEL075-212-0303

〒604-8162　京都市中京区烏丸通蛸薬師上ル七観音町637　第41長栄カーニープレイス四条烏丸６階

国内最大級のリファレンス　2013年６月発売

今日の診療プレミアム　Vol.23 DVD-ROM for Windows
永田　啓・監●DVD-ROM●医学書院

□

構想8年！日本の中で出会うであろう虫による皮膚炎のほぼすべてを網羅。
治療、予防対策を虫の生態・生息環境と並置させた「臨床図鑑」。

大好評発売中。

初版刊行以来60余年。整形外科専門医の座右の書

□ 今日の診療ベーシック　Vol.23 DVD-ROM for Windows
永田　啓・監●DVD-ROM●医学書院

81,900円

61,950円

5,250円

5,670円

13,650円□ □

□

□

7,980円

慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰD）のマネジメント　（改訂３版）
橋本　修・編著●Ａ4変型判　292頁●医薬ジャーナル社

5,040円

7,140円

みんなに役立つＧＶＨＤ（移植片対宿主病）の基礎と臨床
豊嶋崇徳・編●Ｂ5判　416頁●医薬ジャーナル社

Acute on Chronicで切った呼吸器診療マニュアル
事件は慢性期に起きている
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